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国土交通省独立行政法人評価委員会建築研究所分科会（第１３回） 

平成２２年８月３日 

 

 

【事務局】  それでは、時間になりましたので、ただいまから国土交通省独立行政法人

評価委員会建築研究所分科会を始めさせていただきます。委員の皆様方にはお忙しいとこ

ろお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。 

 私、国土交通省大臣官房技術調査課の調整官の溝口でございます。 

 本日、ご出席いただいております委員の皆様方をご紹介いたします。 

 まず、西川分科会長でございます。 

【委員】  西川です。 

【事務局】  小林委員でございます。 

【委員】  小林です。 

【事務局】  嶌委員でございます。 

【委員】  嶌です。 

【事務局】  高山委員でございます。 

【委員】  高山です。 

【事務局】  菅原委員でございます。 

【委員】  菅原です。 

【事務局】  なお、長沢委員におかれましては、本日、ご都合により欠席となっており

ます。 

 以上、委員６名のうち５名のご出席をいただいておりますので、国土交通省独立行政法

人評価委員会令に規定する定足数であります過半数の出席要件を満たしておりますことを

ご報告いたします。 

 本日の議事は３つございます。お手元に議事次第の紙がございますが、ここに書いてあ

る３つでございます。１つ目が「平成２１年度業務実績評価について」、２つ目が「平成２

１年度財務諸表についての意見聴取」、３つ目が「独立行政法人建築研究所役員給与規程及

び役員退職手当支給規程の一部改正について」でございます。 

 それから、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。今の議事次第の１枚

紙の次に、配付資料一覧に資料を記載しております。本資料のほうが資料１から資料８ま
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で、それから参考資料となってございますが、１から７までございます。この一覧で見て

いただきまして、もし資料に不足がございましたら、お気づきになられた時点で事務局ま

でお申しつけいただきたいと思います。 

 それでは、続きまして、技術調査課長、横山からごあいさつを申し上げます。 

【事務局】  事務局をしております技術調査課の課長の横山と申します。 

 本日は大変暑い中、またお忙しい中を評価委員会の各委員の皆様にはお集まりいただき

まして、誠にありがとうございます。また、平素から国土交通省の仕事全般につきまして、

何かとご支援をいただいていることにつきましても、この場をおかりしまして御礼を申し

上げたいと思います。 

 本日の委員会でございますが、今、進行役のほうから申し上げましたように、２１年度

の業務実績評価など３件についてのご審議をいただくことになっております。これらは今

後、次期の中期目標・中期計画に向けた重要なステップになるというように考えておりま

す。特に、ご存じのとおり、現在の第２期の中期計画というのは今年度で終了ということ

で、２３年度から新しい中期計画・中期目標を立てて進めていくということが必要になっ

ておりますので、そういう意味では、今回のご審議いただく事柄が、次の目標、中期計画

の策定にとって非常に重要なものだというように考えておりますので、ぜひともよろしく

ご審議のほどお願いいたします。 

 また、若干の報告でございますけれども、今年の４月には事業仕分けということで、独

立行政法人も事業仕分けの対象となったところでございますけれども、その際、きょうの

建築研究所も行政刷新会議のほうから仕分けの対象ということでご議論いただいたところ

でございます。その中でご意見も出たわけでございますけれども、今後につきましては、

一つ一つの法人のみということではなくて、全般的に独立行政法人の事業の横断的な見直

しということが言われておりますので、それについても、今後、私どもとしては必要な対

応をしていきたいというふうに考えております。 

 本日につきましては、先ほど申し上げましたように、昨年度、２１年度の実績の評価に

つきまして、ぜひともよろしくお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  それでは、これからの進行につきましては、西川分科会長にお願いしたい

と思います。 

 それでは、西川分科会長、よろしくお願いいたします。 

【委員】  分科会長を務めさせていただいています西川と申します。よろしくお願いい
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たします。 

 お暑い中をお集まりいただきまして、ありがとうございました。後で事務局からご説明

があると思いますが、今年からちょっと評価のやり方が、中身はあまり変わらないんです

が、非常に厳しく評価しろということで、昨年度よりちょっとというか、去年より厳し目

の評価にならざるを得ない。特に研究機関においては、研究について厳しく評価しろとい

うふうに言われていまして、それを踏まえて評価していきたいというふうに思います。去

年までは５、４、３、２、１でしたが、今年からＳＳ、Ｓというふうに変わってきており

まして、ＳＳをつける場合には特別な理由が要るぞというふうなことが言われていますの

で、それも踏まえて評価をしていただければと思います。 

 それから、建研の平成２１年度業務実績報告書、年々中身が充実されています。今年も

すばらしい報告書ができていますが、それをまた見ながら評価していただきたいと思いま

す。それでは、議題の１つ目でございますが、平成２１年度業務実績評価に入りたいと思

います。 

 最初に、「国土交通省所管の独立行政法人の業務実績評価に関する基本方針」等の一部改

正などについて、事務局から説明をお願いいたします。 

【事務局】  業務実績の説明に先立ちまして、まず、「国土交通省所管独立行政法人の業

務実績評価に関する基本方針」について、ご説明させていただきます。お手元の資料１、

２枚紙の資料でございます。資料１をお手元にご用意いただきたいと思います。既にご案

内のとおり、去る６月２５日に国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価調書に関する

基本方針等に一部改正がございました。事前説明の際に、概要については各委員の皆様方

にご説明させていただいたところでございますけれども、本日の評点のよりどころになる

ものでございますので、ポイントのみご説明させていただきたいと思います。 

 この２枚紙のちょうど真ん中、大きく１番目、ローマ数字でⅠとございますが、一部改

正がございます。ちょうど中段にありますが、「改正の背景・理由」という欄がございます。

以前ですと、個別項目評価を集計した何％という、そういう数値を集計いたしまして、そ

れに基づいて、「順調」等の４段階の全体評価を行っていたわけですが、年度評価のやり方

と中期目標期間の評価のやり方が従来は違っておりました。これを同じやり方にしたほう

がわかりやすく評価業務の効率化にも資するということで、今回改正になったものでござ

います。 

 具体的に申し上げますと、１ページ目の一番下のほうでございますが、①でございます。
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各個別項目の評価については５段階評価のままでございます。従来は５点から１点と、５、

４、３、２、１という形でつけていただきましたが、今度からはＳＳ、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃと、

そういった形でつけていただくようお願いしたいと思います。 

 それから裏面のほうにまいります。２ページ目でございますが、一番上の②でございま

す。もう一つが全体評価、個別評価していただいて、最後の全体評価に関して、従来です

と集計点、個別項目の評価のパーセンテージというものを算出しておったわけですが、今

後は、中期目標評価と同じように、個別項目の評価を踏まえまして、ＳＳからＣまでの５

段階で総合的な評定を行うということにさせていただきます。 

 なお、括弧書きで書いてございますが、最頻値の評定と異なるものを総合評定とする場

合には、より詳細な評定理由を記述していくと、そういう形で定められてございますので、

よろしくお願いいたします。 

 それから下のほうの大きな２番目でございます。これは判定基準に関する指針でござい

ますけれども、より適正な評価を目指すことが重要であるという観点から、現行の評価基

準の、これは改めて確認をする、明確を図るという趣旨で改正がなされてございます。こ

れは親委員会のほうの委員長の同意が必要であるということを判断基準、指針にも明記し

たというのが１点目でございます。 

 それから２点目が、先ほど分科会長からもお話がありましたが、ＳＳをつける場合には

「特筆すべきと判断した理由」について「他の項目における実績との違いを明確に記述す

る」とされておりまして、この辺についても改めて明示されてございます。それからＳに

つきましても、単に目標達成しているだけでは、本来Ａであって、目覚ましく業務を実施

している場合がＳであるということを明確化されてございます。こういった改正でござい

ます。 

 最後の３ページ目のところには、今申し上げました基本方針の中で、ＳＳ、Ｓ、Ａ、Ｂ、

Ｃのそれぞれの定義を抜粋してまとめさせていただきましたので、今、私が申し上げたよ

うな話でございますが、この辺もご考慮いただきながら評定をつけていただければと思い

ます。 

【政策評価官室】  評価官室から補足よろしいでしょうか。評価官室から、先ほどの新

しい年度評価の判断基準について、補足してご説明を申し上げます。参考資料３というの

をごらんいただきますと、「判断基準に係る指針」というのがついているんですが、参考資

料３というのをごらんください。新しい年度評価の判断基準につきましては、この指針に
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詳しく書き込んだところであります。新しい家田委員長の分科会でもう既に何回か発言し

ている、その発言を踏まえて、考え方を多少説明していきたいと思います。 

 「Ａ」の評価、２ページ目を見ていただきますと、「Ａ」の評価についてというのが出て

いるんですが、「Ａ」の評価というのは、その言葉のとおりでありまして、一般的な評価で

言えば、優等とされる表現だということです。すなわち、年度計画に従って順調に業務を

実施し、成果を上げているということなので、Ａという言葉どおり、法人にとって十分満

足のいくものであるということで、個別項目の評価としては、基本となる評語というふう

に位置づけております。一番重心が来るのは、この「Ａ」の評価、優等であるという評価

です。 

 「Ｓ」の評価はどうかといいますと、その下に書いてありますが、スペシャルの意味で

して、特別ということです。Ａを超えて、目覚ましくというふうに書いてありますが、家

田委員長の言葉をかりますと、目が覚めるような成果を上げているという評価ですので、

数が多く出るということは想定しておらないということです。 

 それから「ＳＳ」のところなんですが、ＳＳについては、２ページの真ん中の上のほう

に「滅多につかない」というふうに書いてあります。そのとおりでして、ＳＳは滅多につ

かない。それから２ページ、３ページのところを見ていただいてもわかるように、これは

異例のものだというふうに考えております。この評価につきましては、委員の皆さん一人

一人が新しい判断基準を理解していただいて採点していただくようにお願いいたします。 

 最後の総合評定なんですが、３ページの真ん中あたり、もう既に説明していただいたん

ですが、これは多少裏返しの表現になっていまして、総合評定については最頻値、一番数

の多い評定としていただくよう、各分科会の事務局に徹底してお願いしております。Ｓが

７、Ａが１０というのであれば、Ａをつけてくださいと、そういう意味です。これは親委

員会の方針ですので、ご了承願います。この基準についても多少変えたんですが、政権交

代後、先ほども話がありましたように、事業仕分けが独立行政法人に対して行われており

ます。独立行政法人だけではなくて、独法の評価委員会そのものに対してもかなり見方が

厳しくなっているということも特に留意していただいて、評価していただくように重ねて

お願いいたします。 

 以上です。 

【事務局】  続きまして、資料２のほうの説明に移らせていただきたいと思います。資

料２でございますけれども、業務実績・マネジメント等に関する意見募集について、ホー
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ムページに掲載しまして、広く一般の方からの意見を募集いたしました。その結果でござ

います。これが資料２でございますけれども、意見募集につきまして、ちょうど中段に書

いておりますが、７月１６日から２９日までの２週間実施いたしました。結果を申し上げ

ますと、意見の提出は１件もございませんでした。その旨ご報告いたします。 

 以上でございます。 

【委員】  よろしいですか、事務局のご説明は。 

 それでは、今の事務局からのご説明が、特に評価のやり方についてご説明がございまし

たけれども、何かご質問等ございましたらお願いしたいと思いますが、よろしいですか。

全体委員会に私出られなくて、○○委員に出ていただいているんですが、何か補足でござ

いますか。 

【委員】  簡単に補足しますと、国交省所管の独法の中で、研究系と教育系と業務系に

分かれていて、その中で研究系が断トツに評価がいいんですよね。それに対していろいろ

ご意見がございまして、なぜ研究系だけ評価が高いんだと。確かに私が別に関わっている

業務系はＡが圧倒的に多くて、Ｓがほんのわずかで、ＳＳなんて全くないという、そうい

う評価をやっておりまして、同じ独法の中で、そんなに見方が変わっていいのかという特

にご意見がありまして、すべて横並びにしなければいけないというのは、若干乱暴な議論

ではあるんですけれども、雰囲気としてそうなっているということだけはつけ加えさせて

いただきます。 

【委員】  ほかに何か。よろしいでしょうか。 

 業務系は目標値がはっきりしているのでつけやすいんですが、研究系は目標値というの

がないものですから、それに達したからいいとか、超えたからいいというのでつけなくて、

中身で評価しますので、どうしても高くなってくるというところはあると思いますけれど

も、先ほどの参考資料２等を踏まえて、最終的には評価していただければと思います。 

 それでは、よろしいでしょうか。２１年度の業務実績評価に移らせていただきたいと思

います。業務実績評価ですが、資料３の説明を受けながら、資料４の評価項目に沿って評

価を行ってまいりたいと思います。例年と同じです。評価すべき項目は２０項目あります。

皆さんとの合議で評価調書をまとめていきたいと思いますが、既に皆様方からは事前に評

価をしていただいていますので、もしよろしければ、それを先に、名前を消したものです

が、お配りして、それを参考にしていただいて議論させていただきたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。もしよろしければ、そうさせていただきたいと思います。 
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 では、お配りいただきたいと思います。 

 それでは、項目ごとに評価を行っていきたいと思いますが、まず、資料の説明をしてい

ただきたいと思いますので、事務局のほうから説明をお願いします。なるべく簡単にご説

明をお願いしたいと思います。 

 それでは、お願いいたします。 

【事務局】  理事長の村上でございます。最初に１０分ほどお時間をいただいて、概要

の説明をさせていただきます。座って説明させていただきます。 

 資料３の１ページをご覧ください。目次の次の算用数字の１ページでございます。この

概要を使って説明します。まず、１ページが概要の概要でございます。下に図－１、建築

研究所の研究開発スキームと成果の社会還元という図がございます。これを最初に説明し

ます。左から右に流れておりまして、一番左の黄色のところが中期目標・中期計画に基づ

いて、目標を４つ定めています。赤字で示すように、「安全・安心」、「持続的発展」、「社会

の構造変化」、「情報化」ということになります。次にブルーの部分で、建研が研究を推進

します。真ん中の茶色の部分が、研究の成果をいかに社会に反映するかということを示し

ています。まず最初に国の技術基準に反映させまして、黒字示しますように、建築基準法、

品確法、省エネ法、あるいはＪＩＳ、ＪＡＳなどの基準に反映されます。下の部分は国の

技術基準の解説書等、例えば中小企業者も使える設計マニュアルとか、学術論文とか、学

会規準とか、そういったものにも反映させることを示しています。 

 次の４のグリーンの部分では、民間でも活用を示しています。住宅とか、一般建築の設

計・施工とか、民間における技術開発に活用していただくという趣旨です。最後に一番右

のピンクの最終アウトカムの部分となします。住宅・一般建築・都市の質の確保・向上と

いうことでございます。こういう流れで研究を進めております。 

 ２ページをごらんください。２ページから６ページまで大きく分けて５つの項目で説明

しております。最初は２ページの一番上、（１）の急変する社会経済環境に対応する研究開

発の推進でございます。①としまして、体系的な研究推進と国民生活に影響を与えるテー

マの重点化ということで、キーワードは「重点化」でございます。その下の図－２の下半

分の部分は２つに分かれています。ブルー地と白地です。左側のブルーが重点研究開発、

右側が基盤研究でございます。重点研究に予算の７割以上を充当しております。重点研究

の目的は、技術基準に反映させる研究を重点的に推進しようということでございます。右

側の基盤研究は、やや基礎的・先導的・萌芽的でございます。選択の基準は、近い将来、
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技術基準等に取り上げられそうな課題を萌芽的に選んで研究し、将来重点研究に移行する

というプロセスを考えて研究しております。２１年度は１６本の重点研究を実施しました。 

 平成２０年度は、５年間の中期計画のちょうど５年間の３年目でございます。この年に

中期計画の見直しをいたしました。２１年度は見直した中期計画に沿って４年目の研究を

やったわけでございます。見直した理由は、２０年度に洞爺湖サミットが開催されて一層

の低炭素化の推進が決定されました。さらに中国の四川大地震や国内の東北地震が発生し

ましたし、あるいは長周期の地震振動やアスベストなど、建築に関係する大きな社会問題

が発生したからでございます。それらを中期計画に少しでも反映させようと努力したわけ

です。それが２ページの下の図－３にしめされています。見直した重点課題の柱は、低炭

素化、住宅の長期使用、超高層建築の安全、アスベストとなっています。見直しに従って、

重点研究の約五、六本、全体の３分の１ぐらい見直しております。ほかのものは見直しを

せずに進めております。 

 ３ページをごらんください。３ページの一番上、②の産官学との連携推進という課題で

す。大学、民間と約５０の共同研究をしております。それから、昨年度のこの委員会でも、

海外、特にアジアを含めた海外との連携を強めるようにというご指示をいただきまして、

鋭意努めております。下の写真は、アジア等の蒸暑地域を対象とした建築環境技術研修の

様子です。キーワードはアジアの蒸暑気候、環境、住宅というところでございます、イン

ドネシアとサモアなどから行政官の方をお招きして、研修をやっておりまして、これは今

後とも力を入れて推進する予定でございます。 

 次に、③質の高い研究の推進と公表という課題です。査読論文が約６５、これは目標を

超えております。そのほかいろいろ賞をいただきました。③の一番下にかぎ括弧で、「研究

者一人一件以上の申請」ということで競争的資金の獲得に努めております。なるべく多く

申請してくださいということで去年４２件の競争的資金を獲得しております。 

 それから３ページの下の（２）緊急性の高い政策課題への技術支援という課題です。①

が国の施策に対する技術的支援ということでございます。国土交通省がリーディングプロ

ジェクトとして長期優良住宅先導的モデル事業や住宅・建築物省ＣＯ2推進モデル事業を推

進しております。全体で４００億円ちょっとの予算でございます。今申し上げました二つ

の事業の評価を全部建研がやっております。二つの事業で合計６００以上の非常にたくさ

んの応募がございました。その中から数十のプロジェクトを選んで公表します。次の４ペ

ージをごらんください。シンポジウムの状況の写真がございます。これは年２回やってお
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ります。いつも毎回満員でございます。選ばれた結果を全部公開して、一般の方、あるい

は専門家の方に紹介して社会還元に努めております。 

 次に４ページの真ん中よりちょっと上、②災害時における技術的支援という課題でござ

います。２１年度はイタリアのラクイラサミットとチリ地震に調査団を派遣しまして、調

査結果をホームページや、あるいはシンポジウム等で報告をしております。 

 次に４ページ真ん中、ＵＮＥＳＣＯ、ＪＩＣＡ等と連携した国際協力活動について説明

します。この柱は国際地震工学研修でございまして、２１年度に５０周年を迎えました。

既に９６カ国、約千四、五百名の卒業生がございます。下の写真は、グローバル地震観測

研修の開講式でのグエンデル局長のごあいさつでございます。核実験をやりますと、地盤

が震動しますから、地震観測の技術を用いて探査することが可能です。包括的核実験禁止

条約の重要な枠組みの一つです。グエンデル局長はかつての建研の国際地震工学の研修生

でございます。このように元研修生は非常に幅広く世界じゅうで活躍していただいており

ます。 

 ５ページをごらんください。５ページの一番上に新たな研修の説明があります。これは

中国の四川大地震に関連しまして、日本政府と中国政府の共同事業で、５,０００人の中国

人の耐震技術者を養成しようというプログラムです。このプログラムに対する協力を建研

がしております。先生の先生を建研で養成して、先生の先生が中国に帰国して先生を養成

し、その先生が技術者を教育するという仕組みです。ネズミ算的に合計５,０００人を養成

しようということでございます。既に１年目が終わって、２年目も順調に進んでおります。

さらにＵＮＥＳＣＯとタイアップしまして、地震防災に関する国際ネットワークを構築し

ております。 

 ５ページの下に（４）で各種メディアを通じた積極的な情報発信という課題が説明され

ていいます。セミナー、国際会議等たくさんやっております。１つ申し上げたいのは、専

門紙の記者を招きまして懇談会を年２回、春秋に定期的にやっております。建研の活動を

十分にお認めいただいていると私どもも自負しております。昨年度の例でございますと、

建研で確認した範囲で約２８２件ぐらい、いろいろな新聞・雑誌等で建研の活動が紹介さ

れております。そのほかにも社会還元しております。６ページの上の写真でございますけ

れども、親子、子供さんなど、小中学生を中心に、施設公開をして体験学習をやっていた

だいております。この写真はコンクリートの非破壊実験とか、バリアフリーの体験でござ

います。大変人気がございまして、予約がすぐ満杯になっております。 
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 次に６ページの（５）でございます。①が組織運営における機動性の向上という課題で、

フラット化した組織で分野横断的な研究をやっております。 

 新しい試みとして、２１年度には、私、全職員と親しく面談することにしました。各グ

ループ、あるいは各部ごとに、テーマを決めずに雑談する会を年２回ぐらいやっています。、

私自身は全所員の雰囲気がよくわかり、ご意見を聞くチャンスを設けて大変よかったと思

っております。 

 次に②の研究評価の実施でございます。建研では研究の開始前と中間と終了後に３回評

価をやっています。しかもそれを、建研内部と外部に分けてそれぞれ二回やっています。

外部評価の委員長は深尾先生にお願いしております。さらに、研究者の業績評価システム

もスタートさせております。これは上から一方的に評価するのではなくて、双方向で、ご

自身も評価していただいて、上からの評価と突き合わせるということをやっております。 

 最後に③の業務運営全体の効率化と適正化。これについてはいろいろやっています。特

に申し上げたいのは、随意契約は原則全部やめております。水道とか電気以外はですね。

それから１者応札を極力少なくするということで応募要件の緩和等をやっております。契

約監視委員会等の先生方からいろいろご意見を承りながら進めています。 

 急ぎましたけれども、以上が概要でございます。この後、担当から詳しく説明させてい

ただきます。 

【委員】  お願いします。 

【事務局】  それでは、この後、報告書の７ページ以降、評価項目に沿いまして、ポイ

ントをできるだけ簡潔に説明申し上げたいと思います。 

 まず最初、８ページからが重点研究課題に関する部分ですが、１６、１７ページを開い

ていただけますでしょうか。カラーの一覧表がございます。この図の中の一番左が、大臣

が示した４つの研究開発目標でございます。それに対応する形で具体の研究課題を立てる

わけですが、２列右にあります重点的研究開発課題が２０年度に見直した内容を反映した

ものでございます。超高層建築の安全対策とか、あるいはアスベストとか、低炭素社会対

応、住宅長期使用といったものを柱に見直した内容を反映しております。そしてその横、

１７ページになりますが、１番から１６番までが、新たに開始した課題１２課題を含む、

２１年度に実施いたしました１６研究課題でございます。 

 それでは、この重点研究課題のうち、代表的なものを幾つか簡単にご紹介したいと思い

ます。まず、２０ページ、２１ページをごらんいただけますでしょうか。長周期地震動と
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いうのが最近非常に注目されておるわけですが、これは２０年度の中期計画改定で追加し

ました超高層建築の安全対策の一環といたしまして、長周期地震動への対策についての研

究を始めたものでございます。実は２０年度までは基盤研究でやっておりまして、それを

２１年度から重点課題に格上げして行いました。 

 具体的には、右の２１ページのほうに文章等で書いてありますが、巨大地震が起きたと

きの大阪、名古屋、東京の揺れがどういうふうになるのかというのを試作いたしまして、

そして、その揺れをもとに代表的な超高層建築物、あるいは免震建築物でどういう挙動が

起きるのかというものをシミュレーションしました。シミュレーションの結果のうちの１

つが右側の真ん中のグラフです。変形する場合には大きな変形が出てくるというグラフで

ございます。そのほか、上の写真にありますように、室内を模した振動台を使って、長周

期地震動が来たときに室内でどういうことが起きるのかといったような研究もいたしてお

ります。 

 それから、今度は２８ページ、２９ページをごらんください。これも安全・安心の関係

なんですが、建築単体ばかりではなく、こちらは住宅団地ですとか、まちづくりを対象に

した研究でございます。実は２０年度まで住宅・住環境の日常的な安全・安心という研究

をしておりましたが、その中の防犯まちづくりという部分を取り出しまして、２１年度か

ら１つの重点課題にしたものでございます。右のほうにフィールドワークをやっている写

真などが出ておりますが、こういったフィールドワークを通じて、右下にあります「防犯

まちづくり調査の手引き（実践編）」といったマニュアルをつくっております。 

 それから、今度は３６ページ、３７ページをごらんください。低炭素社会の構築関連の

研究でございます。今までも主に住宅を中心に省エネ関係の研究に取り組んできたわけで

すが、今度の重点課題では、住宅に関して不足している部分、あるいは先端的な部分をさ

らに深めるとともに、今まであまり扱ってこなかった業務建築、あるいは街区スケールで

の省エネ、低炭素化ということの研究を進めております。例えば、右のほうに写真がござ

いますが、実際の業務ビルの空調機器にセンサーなどを取りつけまして、実際どれぐらい

のエネルギーが使われているのかといったデータを集めているところでございます。 

 続きまして、４０ページ、４１ページをごらんください。住宅の長期使用に関する課題

の１つで、材料・部材の品質確保・維持保全手法の開発という研究でございます。住宅等

の耐久性といいますと、旧建設省建築研究所時代に、１９８０年代ですが、耐久性総プロ

という大がかりな研究を行いました。この研究は、それ以降に得られました新しい知識な
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どを踏まえて、耐久設計の方法などを再検討しよう、再構築していこうという研究をスタ

ートさせたものでございます。右の４１ページの中ほどに書いてありますが、昨年度は、

いわばキックオフとして今年の２月にシンポジウムを開きまして、耐久性総プロの成果の

概要と、その後どういう検討が必要なのかということの整理を行いました。 

 ５０ページをごらんいただけますでしょうか。冒頭の理事長の説明の中でも建築研究所

の研究は国の基準等に反映するんだということがございましたが、現在進めている１６の

重点研究課題が将来どういう基準につながると見込まれるかというものを整理した一覧表

でございます。 

 それと報告書にはないんですが、これだけの重点課題をやって、今の６０人にも満たな

い建研の職員で足りるのかという疑問を事前説明のときにいただきまして、それで、きょ

う参考資料の６－３というのをつくってきたんですが、字が非常に小さくて申しわけない

んですが、この重点課題について、どういう体制でやっているのかというのを整理したも

のです。詳しくは申し上げませんが、建研の職員だけではなくて、外部の客員研究員の方、

あるいは専門研究員として非常勤雇用している方のお手伝いをいただいたり、あるいは外

部有識者の皆さんに参加していただく研究会をつくったり、さらには民間企業、大学等と

の共同研究を進める形で、この１６の重点研究課題を効率的に進めているところでござい

ます。 

 次に行きます。５６ページからが基盤研究になります。萌芽的、あるいは基礎的な研究

に相当するものでございます。５９ページにそのリストが載っております。５９ページが

運営費交付金による基盤研究課題の一覧、３２課題ございます。そして、次の６０、６１

ページに、これは外部資金、競争的研究資金を使って行っているもの、これらが全部で４

２課題ございました。運営費交付金を使って行ったものの例を幾つかご紹介したいと思い

ますが、７６ページをごらんください。７６ページは、文字とグラフだけで申しわけない

んですけれども、長周期地震動に関する重点研究を今後深めていく上で必要となるであろ

う研究でございます。鉄筋コンクリートの構造部材が長い時間揺らされたときにどういう

損傷を受けるのか、あるいはどういう安全の状態になるのかといったようなことを地道に

研究する基盤研究を行っております。左側のページの中ほどに何本も線があるグラフが出

ておりますが、何回も力が加えられたときに変形がどうなっていくのかといったことを調

べております。 

 それから今度は８３ページをごらんいただけますでしょうか。右側のページになります。
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一番上の写真は２年前のことなので、まだご記憶新しい方もいらっしゃるかと思いますが、

中国でテレビ局のビルが花火の火が引火して燃えたという火災がございました。外断熱の

断熱材が燃えたと言われておりますが、そういう構造に対する新しい試験方法の研究とい

うものを建築研究所でも始めているところでございます。中ほどにいろいろな実験の様子

の写真を掲載しております。これらもいずれは何か基準化につながっていくのではないか

と思います。 

 そして、次は８８ページをごらんいただけますでしょうか。冒頭の理事長の概要説明で

も触れましたが、蒸暑地域の住宅の研究／研修プログラムというものを２１年度から本格

的にスタートさせましたが、こちらはそのプログラムのうちの研究部分でございます。研

究の中身は、文章の中ほどから下のほうに書いてありますが、沖縄やベトナム、インドネ

シアといったところの、多少蒸暑地域とは言いながらも、条件が違うところのいろいろな

基礎データを集めたり、あるいは沖縄県と協力いたしましてデータをとったり、さらには、

たまたま宮古島市で国交省や環境省のモデル住宅がつくられるということがありましたの

で、そこに建研が培ってきた省エネ住宅の知識を入れ込んで、これからはそこでも実際い

ろいろなデータをとってみようと、そんなような取り組みをしているところでございます。 

 以上が基盤研究ですが、続いて、１０６ページからが共同研究になります。１０７ペー

ジにグラフと表がございますが、共同研究５０件、昨年度は実施いたしました。個別のテ

ーマごとの研究も多いんですが、１０８ページをごらんいただけますでしょうか。昨年の

１２月、森林総合研究所と包括的な協定を結びました。これは木質材料の利用促進という

観点での包括協定なんですが、実際この包括協定に基づきまして、今年度、既に木造住宅

の軀体や外装材の耐久性に関する共同研究をやろうという共同研究プログラムが３つ動き

始めております。 

 それから１１６ページをごらんください。１１６ページは海外の研究機関等との共同研

究等の一覧表でございます。２９ありますが、このうち新しいのが１２番のルーマニアと

２４番のアメリカの火の粉の加害性に関する研究でございます。ルーマニアは右のほうに

コラムでも書いておりますが、ＵＮＥＳＣＯプロジェクトの一環として、今後いろいろな

点で交流をしていこうという包括協定を結びました。それから１１６ページの表に戻りま

すと、まだアジアが中国と韓国だけで少ないんですが、このうち中国の同済大学とは、昨

年度も１週間にわたりまして、住宅・都市の環境技術に関する勉強会などを開いて活発に

交流しております。 
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 続きまして、１１９ページからが研究者の交流でございます。１２０ページのグラフを

見ていただけますでしょうか。棒グラフがどんどん伸びておりますが、２１年度、下から

２８名というのが客員研究員、１９名が交流研究員、３５名が、これはいずれも短期にな

りますが、海外からの研究員を受け入れております。合計で８２名の研究者を受け入れて

おります。海外の研究者につきましては、１２３ページに一覧表が出ておりますが、アジ

アからの研究員が２６名と多くなっております。ただ、国別で見ますと、どうしても近く

の中国、韓国というところが中心で、それ以外ではタイといったような状況になっており

ます。 

 そして、今度は１２６ページをごらんください。若年研究者の育成ということで、イ）

のところに書いておりますが、昨年度からテニュア・トラック制度による採用というもの

を始めまして、今年の４月、実際３名をテニュア・トラックつきの研究員として採用いた

しました。応募者に聞いてみますと、やはりテニュア・トラック制度があると非常に安心

感があるということで、現在、大学の任期つき助教になっているような現役の研究者も応

募してくれたということがございました。 

 １２８ページをごらんください。ここからは競争的資金になります。競争的資金は年々

厳しい状況でございますが、下のほうにグラフがございます。件数ベースでいいますと、

先ほど理事長がご説明しました一人一申請といった効果もありまして、新規課題が１８取

れて、合計４２と増えました。ただ、金額的に見ますと、１２９ページのグラフにありま

すように頭打ちとなっております。これからはやはり大きな研究資金をねらいにいくとい

うようなことが必要ではないかと考えております。 

 そして、１３３ページをごらんください。中ほどに一人一件の申請目標、先ほどお話を

しましたが、実績はどうだったかというお話をしますと、延べ５０人が申請を行いました。

建築研究所は５７人ですから、延べベースでいくと９割近い応募ということになっており

ますが、実人数でいうと半分ぐらいの研究者が申請をしたということで、まだまだこれか

ら増やしていかなければならないと思っております。 

 続きまして、１３６ページからが次の項目で、技術の指導になります。１３７ページに

グラフや表が出ておりますが、講習会での講師、あるいは委員会への参加といったものは、

昨年度は前年並みの３１９件でございました。 

 そして、１３８、１３９ページをごらんください。これは今の数字とは別ですが、むし

ろ組織的に取り組んでいる国政への支援ということで、長期優良住宅と省ＣＯ2モデル事業、
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先ほど理事長からご説明したとおりでございます。 

 そして、１４０ページ、１４１ページをごらんいただけますでしょうか。それ以外にも

定常的な業務として、左の１４０ページのほうにありますように、国交省が行っているい

ろいろな施策への参画、あるいは協力。さらに１４１ページには文部科学省が行っており

ます学校耐震化、あるいは下のほうに書いてあります環境省が行う地球温暖化対策に係る

ロードマップづくり、こういったことにも建研は参加をしております。 

 １４２ページをごらんください。先ほど理事長からも紹介いたしました建築環境技術研

修を２カ月間実施いたしました。これはＪＩＣＡとの共同事業で実施しております。そし

て、１４３ページは災害調査の関係ですが、イタリアのラクイラ、あるいはチリといった

地震に当該国政府からの要請を受けて、調査員を派遣しております。 

 続きまして、１５１ページからが成果の普及でございます。そして、１５３ページに一

覧表が出ておりますが、昨年度は成果発表会等を２２回開催いたしました。目標１０回を

大きくクリアいたしております。その中の中心的なものが、１５５ページに載っておりま

す建築研究所講演会でございます。今年も３月に開催いたしましたところ、下に棒グラフ

が出ておりますが、５３８名と過去最高の参加者を得ることができました。 

 そして、１６４、１６５ページをごらんください。メディアを活用した広報活動等でご

ざいます。理事長からも申し上げたように、１６５ページから表になっておりますが、建

研の記者発表と、それが載った各紙の状況等を記載しております。非常にたくさん取り上

げていただきました。２０年度に比べて１００件ぐらい増えております。 

 それから１７０ページをちょっとごらんいただきたいんですが、いわゆる記事だけでは

なくて、もう少し建築住宅、あるいは都市計画に関する科学的なことを読者の方に知って

いただこうということで、茨城のローカル新聞でありますが、「常陽新聞」でごらんのよう

な記事を１４回にわたって連載いたしました。建築のこと、住宅のこと、都市のことをわ

かっていただく一助になったのではないかと思っております。 

 それから１７６ページをごらんください。１７６ページの右下のほうに「ＢＲＩ研究レ

ポート」というのがございます。こんな冊子ですが、これは実は昨年つくりました業務実

績報告書の中の個別課題の説明部分をいわば活用いたしまして、いろいろな場面で建築研

究所の研究内容を説明できる冊子としてつくりました。 

 そして、１７７、１７８ページは一般公開、理事長から先ほど申し上げたとおりでござ

います。 
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 そして、１８０ページからが論文発表と知的財産の活用促進でございます。論文発表に

つきましては１８１ページに記載しておりますが、査読付論文は６５報で、前年度に比べ

ますと減りましたけれども、目標はクリアしております。その一覧を参考資料６－２とい

うので査読付論文一覧を用意しておりますので、お時間がございましたらごらんいただけ

ればと思います。査読つきでない論文は５２２と、前年に比べて３０報増えました。 

 それから１８３ページに特許の一覧が出ております。平成２１年度は、ここに茶色で塗

っておりますが、実は次のページにもありまして、１０件が登録されたと。これまでにも

なく、２１年度にばたばたっと登録された感じでございます。建築研究所の持っておりま

す特許といいますのは、どちらかというと、それで商売をしようというよりは、防衛的特

許が多いわけなんですが、１８６ページをごらんいただけますでしょうか。これは特許の

ほうはまだ手続き中で、先に商標だけ取れたんですが、「リダブル工法」というものを民間

と共同開発いたしました。下に写真がございますように、炭素繊維シートを使って壁など

に穴をあけて周りを補強するという技術でして、古くなった集合住宅のリニューアル、あ

るいはリフォームに使える技術ではないかと考えております。 

 続きまして、１８９ページから研究成果の国際的な普及等でございます。１９１ページ

から表が出ておりますが、平成２１年度も例年並みに４４件、延べ５１名の役職員を国際

会議等に派遣しております。 

 そして、１９４ページをごらんください。これはちょっとトピック的ですけれども、昨

年度はフィンランドの住宅担当大臣が約３０人、政府関係、企業関係、大学関係の方を引

き連れて日本にお見えになりまして、そのとき、フィンランド政府主催でシンポジウムが

開かれたんですが、理事長が基調講演、理事がコーディネーターということで、まるで建

研が主催しているようなシンポジウムになりました。 

 それから１９６ページ、１９７ページは建研が共催で開きました国際会議でございます。

昨年度は２件、免震構造、あるいは制振構造に関する国際シンポジウムを９月、そして都

市が明けて２月に、ノンエンジニアアド住宅といいますが、途上国の在来工法による庶民

住宅の被害軽減に関するシンポジウムを政研大と共催で開きました。 

 そして、１９８ページからが地震防災の国際ネットワークをつくるＵＮＥＳＣＯプロジ

ェクトでございます。ここに表が載っておりますが、これは平成１９年の第１回会合のと

きに、今後こういうことに取り組もうということで各国で約束したアクションプログラム

でございます。中身を見ていただきますと、かなりの部分を建築研究所、国際地震工学セ
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ンターが担っておりまして、その部分、着実に成果を上げてきているものではないかと思

います。 

 それから少し飛びますが、２０４ページから建物内の地震動観測の推進、いわゆる強震

観測になります。２０６ページをごらんください。平成２１年度は国立国会図書館とさい

たま新都心合同庁舎２号館の２つに地震計を設置いたしました。国立国会図書館は、２０

７ページに図が出ておりますが、非常に地下深いところまで建物がある建築でございます。

こういう場合にどういう地震の揺れ方をするのかというものがわかると非常にいいデータ

がとれるのではないかと思っておりますし、さいたま新都心の超高層建築では、やはり長

周期地震動などがいずれ観測できるのはないかと見ております。 

 そして、２１０ページをごらんいただけますでしょうか。観測しましたデータは、建築

研究所でデータベースにして、ホームページで公開しております。月に２回の頻度で更新

しておるわけですが、ここに絵が出ておりますのは、昨年度起きました駿河湾の地震のと

きにこういう速報ページを出しまして、強震観測のデータをすぐさま公開しております。

さらに、こういう速報性ということに関しましては、その隣の２１１ページの中ほどから

下に書いてありますが、海外で大きな地震が起きたときにも、いろいろな情報を集約いた

しまして、スペシャルページを設けております。この例は、今年の２月に起きましたチリ

地震のときのスペシャルページのトップページなんですが、こういうものを公開して、実

際にアクセスがあるのかというのを聞いてみましたら、１月、２月ですと、チリ関係のペ

ージは月に大体１,０００件ぐらいのアクセスなんだそうですが、これを公開した直後の３

月は急に６,０００件に増えたということで、やはり世界の研究者の方々に見ていただいて

いるんだなというのがわかりました。 

 そして、いよいよ最後のパートですが、２１３ページからが地震工学研修等でございま

す。２１５ページの右中ほどに表がございます。研修生の受入実績ということで、２１年

度５５名、トータル１,４３５名の研修生に達しました。その下にＪＩＣＡが行いましたア

ンケート調査の結果が出ておりますが、やはり常に最新の知見を反映してカリキュラムを

見直ししている効果が出たのでしょうか、非常によいという評価をいただいております。 

 そして、２１９ページをごらんください。これはさっき冒頭、理事長からもご説明いた

しました中国耐震建築研修が２１年度から始まりました。当面３年間の予定で、国内で毎

年２０人の指導的立場に立つ技術者を養成するものでございます。 

 そして、２２０ページでございます。文字だけで書いておりますが、国際地震工学研修
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で得られたいろいろなコンテンツをインターネットを通して発信しております。そして、

その結果、一番下のカ）のところに書いてありますが、国際地震工学センターへのホーム

ページアクセス数は、全体で見ましても、２１年度は前年度を２０万件上回る１６３万件

というアクセス数になりました。 

 最後、２２１ページは研修の修了生で、各国で重要な地位についておられる方々から５

０周年の祝辞をいただきましたので、それを転載しております。 

 以上、ちょっと時間をオーバーして申しわけございませんでした。概要でございます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 それでは、今の「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

達成するためとるべき措置」というところで、これを評価すべき項目は１１項目ございま

すが、１項目ずつ評価させていただきたいと思います。既に、先ほどお配りしましたけれ

ども、各委員から事前に評価していただいておりますので、評価が全員一致しているとこ

ろは、なるべく簡単にいきたいと思いますが、まず最初の項目、「研究開発の基本的方針」

というところでございますが、評価の結果は全員「Ｓ」ということになってございますが、

これについてＳは、先ほどの参考資料でご説明がありましたけれども、評価点をなるべく

厳しくしろということがございましたのと、今のご説明とあわせてＳということでよろし

いでしょうか。考えて、やっぱり変えようというところがあれば申していただければ、今

ここで変更して、最終的にやりたいと思います。それから、評定理由はいいとしまして、

右の意見というところがございますが、何かつけ加えることがあれば、言っていただけれ

ば幸いです。これについてはいかがでしょうか。 

 これはきょうお休みの長沢委員もＳをつけていただいていますので、一応Ｓということ

でよろしいでしょうか。 

 それでは、これにつきましては、「Ｓ」ということで進めさせていただきたいと思います。 

 続きまして、次の項目ですが、②になります。今のは研究開発の基本的方針の①だった

のですが、②は、建築・都市計画技術の高度化並びに云々というところでございますが、

この評価結果につきましては、２１年度計画は萌芽的研究、基礎的と書いてございますが、

ここに書いてございますように、Ｓが４名の方、Ａが２名の方ということでございまして、

評定理由はここに書いてございますが、意見として書いてありますのは、アジア、途上国

あたりについてもうちょっと頑張ってくださいというようなことが書いてあるような気も

するのですが、いかがでございましょうか。項目としては、最終的には全員の評価を並べ
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させていただいて、先ほど言いました最頻値の高いものになるんですかね。ここでそれぞ

れ評価を終結するんでしたっけ。 

【事務局】  各項目ごとに各委員の皆さんで合議していただいて、この項目が、 

【委員】  幾らになるかということをやる。 

【事務局】  個別個別はここでやってください。先ほど最頻値と申し上げたのは、最後

の総合評価のところでございます。 

【委員】  はい。それでは、これにつきましてはいかがいたしましょうか。評価委員の

方々はＳが４名、Ａが２名ということになってございます。この項目についてはいかがい

たしましょうか。特に意見のところをいろいろ言っていただくと、ＳとかＡとかというの

を非常につけやすいということがございます。いかがでしょうか。 

 最頻値が、Ｓが４名ですから、この中で一番出ているのがＳということであれば、この

項目は、多く出ていればＳということになるんですけれども、それでよろしいでしょうか。

名前はついていない。Ａとつけられた委員、何かご意見があれば。あっ、そうするとどな

たなのかわかってしまうというところもあるんですが、ご意見があれば言っていただけれ

ばと思いますけども。あまりご意見がないようでしたらば、一応、最頻値ということでＳ

ということにさせていただきたいと思いますが、よろしいですか。 

 では、この項目につきましても「Ｓ」ということにさせていただきます。 

 それから次の２番目、「他の研究機関との連携等」ということになりますが、ここにつき

ましては、評価していただいた、ＳＳをつけられた委員もいらっしゃいますが、Ｓという

ことで、大半の委員がＳをつけられているということでございますが、この点については

いかがでございましょうか。意見のところを見ていただくと、ＳＳとつけられた委員と、

ＳＳと評価してもいいけれども、ＳＳにはまだいっていないなというふうに書いていただ

いていらっしゃる方もいらっしゃいますし、これだけ見るとＳかなという感じもするんで

すが、もしご意見があまりないようでしたら、後でまた総合的なご意見をいただければい

いと思いますが、評価としては「Ｓ」にさせていただいてよろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 続きまして、次が研究者の交流のところでございます。これにつきましては、全員の方

が「Ｓ」という評価をされていますので、私もＳでいいのではないかなと思いますが、い

ろいろ先ほどの説明を聞いて、やはり変えたいという方がいらっしゃれば言っていただけ

ればよろしいんですが、Ｓでよろしいですね、これについても。 
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 では、そういうことにさせていただきます。「Ｓ」ということにさせてください。 

 続きましては、「競争的資金等外部資金」です。これにつきましては、評価はＳがお一人

で、あとは全員がＡということでございます。これは非常に難しいところでございまして、

競争的資金はなかなか取りにくい状況にあるということも先ほど説明がございましたし、

何か特別なことがない限りなかなか。頑張ってはいらっしゃいますけれども、Ｓとか、Ｓ

Ｓにはなかなかならないというところでございますが、平均的にはやられていると思いま

すので、Ａということ。よく頑張っていらっしゃいますので、Ａというところでよろしい

でしょうか、これにつきましては。 

 では、「Ａ」というふうにさせていただきたいと思います。 

 次でございますが、「技術の指導」のところでございます。これも非常によく頑張ってい

らっしゃいます。これにつきましては、ＳＳをつけていただいた委員の方がお二人、Ｓが

４名ということでございます。かなり高い点でございます。建研の自己評価もＳＳになっ

ています。去年は何でしたかしら、これは。５でしたか、４でしたか。昨年５でした？ 昨

年は５というふうに評価したんですけれども、先ほどの話で、字面だけで見れば、ＳＳと

５は同じなんですが、昨年よりはかなり厳し目に評価しろというふうなこともございます

し、多くの委員がそれを見ながらＳというふうに４名の方がやられているということです

が、これにつきましてはいかがでしょうか。 

 なかなかＳＳをつけるなと言われるとつけにくいところがありまして、特別な理由とい

うことを延々と書かなくちゃいけないので、つい言いにくいんですが、「Ｓ」でよろしいで

しょうかね、これについても。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  ありがとうございました。「Ｓ」にさせていただきます。 

 次ですが、５番目、研究成果の公表というか、普及というか、そういうところでござい

ますが、これにつきましては非常によくやられていると。非常によくやられているという

のがＳなんですね。ですから、これは全員が「Ｓ」ということになっていて、これについ

ては問題なくＳでよろしいでしょうかね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  これはそのようにさせていただきます。 

 それから「論文発表と知的財産の活用促進」ということですが、これにつきましては、

Ｓの方が４名、Ａの方が２名ということでございます。このあたりもなかなか難しいとこ
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ろでございまして、これは査読論文何編というのが、目標値が入っています。それに対し

てクリアしているのはいいんですけれども、ＡとＳというのに分かれていると。ただ、何

名かが研究をして賞をもらわれているということは１つのＳをつけた理由にもなるかなと

いう感じはありますけれども、これについてはいかがでございましょうか。Ａの方のとこ

ろを見ますと…。 

【委員】  私はここはＳまでつけるのはどうかなという感じはちょっとします。 

【委員】  そうですか。はい。 

【委員】  着実にまさに実績を上げてはいるんですけど、改めて特にすぐれた内容にな

っているという評価は、ちょっと難しい。 

【委員】  言いにくい。 

【委員】  言いにくいかなということでＡにしております。 

【委員】  そういうご意見もございますが、いかがでしょうか。去年はこれは、去年と

かあまり比べても意味ないですが、去年は４ですね。去年に比べて、さらに実績が上がっ

たということはあるんですかね。 

【委員】  多分、こういうのが一番評価しにくいんですね。つまり、点数だったらわか

るけれども、内容なんかは僕なんか素人だし、よくわからないから。 

【委員】  非常にこれは難しいところでございますが、いかがしましょうか。努力して

かなりレベル高くやられているのは事実だけれども、Ｓまではいかないというご意見と、

評定理由のところを見ますと、文科大臣賞とか、学会賞とか取られた方もいらっしゃるの

ではないかということ、特許が大分増えているんですね。そういうことも考えるとＳかな

という人もいらっしゃるし、何かご意見ございますか。非常にこれは難しいところでござ

いますが、最頻値ということですとＳになりますので、もし強いご意見がなければ、Ｓと

いうことにさせていただいてよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、Ｓということにさせていただきます。 

 意見のところにもしかしたら、改めてすぐれているという評価は難しいと書いてござい

ますが、右のほうにもっと頑張れとか、何かそういうようなことをつけたほうがいいのか

もしれないですね。意見というところですね。あと、事務局のほうでまとめていただいて、

頑張れというのは変ですけれども、さらに論文とか特許とか、そういうものについて成果

を上げられることを期待したいというふうな文章をつけていただければ、上げているけれ
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ども、改めてすぐれているという評価は難しいというところとバランスしますので、事務

局のほうでちょっとその辺入れていただければと思います。 

【委員】  評価というのが、つまり、賞をもらったとか、そういうことも確かに１つの

評価だけれども、その論文によって何かほんとうに新しい事業を開いたとか、つまり、そ

ういう中身的なこともわかる人がいたら、そういうのが何本ぐらいあったとか、そういう、

つまり、今までにない新しい見解を示したとか、そういうことがわかると、中身の評価も

何となくそうなのかなというのがわかるんですけれども、件数とか賞というのは、それだ

けで評価していいのかなという感じがするんですね。 

【委員】  ○○委員のおっしゃるのは当然そうなんですが、論文を我々が全部読むとい

うのはちょっと不可能。 

【委員】  僕なんかできない。読んでもわからないと思うし。 

【委員】  わからない人もいらっしゃるし、読んでも専門外だとわかりませんので、も

しできれば来年から、今のような点に留意して書いていただくといいかもしれないですね。

論文をいっぱい書いたと。それがどういうところに反映されているというようなところを

書いていただくと、評価される委員も非常にやりやすいということになると思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 では、この項目は「Ｓ」ということにさせていただきます。 

 次は、「研究成果の国際的な普及等」ということでございますが、これはＳとＳＳとござ

いまして、ＳＳ２名、Ｓが４名ということでございますが、ＳＳとつけていただいた方は、

アジアに対する建築技術の普及に対して、環境も含めてですが、地震応答制御もそうです

が、非常に貢献されているというようなところを、中国の先ほどのご説明があった耐震建

築人材育成プロジェクトへの貢献というところを挙げられていますけれども、これはいか

がでございましょうか。全員ＳとＳＳですからＳＳに近いんだと思いますが、ＳＳまでは

いかないという評価でＳとつけられているんだと思いますが、これについてはいかがでご

ざいましょうか。 

【委員】  私はアジア等への建築技術の普及のこれからの動きの始まりが見えたかなと

思って、ここは私はＳＳをつけました。 

【委員】  この項目と、後にある先ほどの地震工学と割と似ているんですよね、やって

いる内容が。地震工学研究センターでやられていることと、ここでやられていることと連

携しているところもあるような気もするんですけれども、今の６番目の項目を見ていただ
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いても、同じようにＳＳが２名でＳが４名というふうに、こちらは地震工学研究センター

の研修員がどうのこうのということですが、やはり中国とか、そのあたりの研修と関係が

ありますので、多分評価も同じようなことになっているようですよね。 

【委員】  これは逆に、私は、以前からずっとやっていることの継続で、この辺で改め

て質的にすぐれた内容が加わったことではないのでＳとしました。 

【委員】  ということですか。非常によくやられていると思いますが、これについては、

意見としてはもうちょっと頑張れという意見が１つあります。評定理由としては、Ｓです

から非常にすぐれているということになりますが、ここに書いてあるとおりでございます

が、先ほどの参考資料を見ると、ＳＳをつけるためには、これぐらいの理由ではなかなか

つけにくいというところがあってですね、ＳＳをつけていただいていますが、最頻値はＳ

ということですので、Ｓでよろしいでしょうかね、評価としては。よろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、「Ｓ」ということにさせていただきます。 

 続きまして、地震観測の推進ということでございます。これはＳがお二人でＡが４名と

いうことでございますが、これについてはいかがでしょうか。私自身はこの内容は非常に

よく知っているのでございますが、地震計設置場所にはどんな意味があるのかと、こうい

うご質問もあります。どんな意味は多分なくて、官庁の建物に置いているということだろ

うと思うんですね。民間の建物には置けないということでよろしいんしょうかね。置いて

いる建研のほうからお答えいただきたいと思うんですが。 

【事務局】  国の予算を使って強震観測をした結果、当然公表する義務があるんですが、

公表することを前提に設置をさせていただきたいと言うと、それはご容赦いただきたいと

いうケースが民間の建物ではきわめて多いと。ということで、なかなかそういうことをご

了解いただける民間の建物が見つかりにくいということですが、今回はちょっと違うんで

すが、元民間の建物、資料３の業務実績報告書の２０６ページの表の中で、元民間の建物

で、大阪府が使う建物に今度設置できそうだと。大阪ワールドトレードセンターに設置で

きそうであるということで、現在準備を進めております。 

【委員】  民間は悪い評価が出ると困る、ということで敬遠するんですか。 

【事務局】  資産価値が落ちる場合があるので避けたがるわけでございます。 

【委員】  悪い評価が出ればね。いい評価が出ればいいわけでしょう。 

【事務局】  公表を前提にしていますから、良い結果でも悪い結果でも公表することに
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なります。 

【委員】  しかし、地震が来るのは民間も官庁も関係ないわけで、ほんとうは民間も入

れたほうがいいわけですよね。 

【事務局】  そうなんですね。 

【委員】  つまり、平均的なことを見るためには、官庁は当然基準を上回るようなもの

をつくるように努力しますよね。官庁はそれをやっていなかったら問題になるわけだから。 

【事務局】  まあ、そう本質的に違いがないだろうという前提で考えてはいるんですが、

民間と言われてもなかなか、公表しなくてもいいよと言えば、「ああどうぞ、置いてくださ

い」と言われるんですけれども、それでは意味がないということで、なかなか苦労してい

るところでございます。 

【委員】  ＡとかＢとかＣとかやっても意味がないんですか。具体名を出さないで、Ａ

とかＢとか。 

【事務局】  それも問題になりやすいということで、なかなか話し合いがうまくいかな

いと。 

【委員】  それはしかし、国家国民のためにいいじゃないかと、具体名は出さないけれ

ども、Ａ、Ｂ、Ｃとかいうラベルでやるから協力してくれとか、そういうふうにしたほう

がほんとうはいいんじゃないですか。 

【事務局】  今後、強震観測を強化していく中で、そういうことも考えてみたいと思い

ます。とりあえず超高層の建物とか、地下深い建物に設置するということは今回できてい

るんですが、いわゆる民間らしい民間の建物というところにはまだ至っていませんので、

その辺、匿名にするとか、いろいろ条件をつけてどこまでできるか、ちょっとチャレンジ

してみたいと思います。 

【委員】  はい。 

【委員】  これについては、昔から議論されています。アメリカのカリフォルニアとか

だと民間の建物にいっぱい置いてあるんですが、日本はなかなか民間の建物に置くと、オ

ーナーが地震の記録も個人財産だということで個人財産は出さないということがあります。

そういう状況ではありますが、建研は努力されていますので、さらにいろいろ努力されて

いただきたいと思います。官庁の建物を中心に置いていただければ、いろいろ耐震設計と

か、そういうものについては役に立ってくるということだろうと思います。これについて

もＡが４名ということでございますので、Ａということでよろしいでしょうか。さらに努
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力していただくということで、地震計の設置については抵抗も世の中にはあるようですけ

れども、ぜひよろしくお願いします。これは「Ａ」にさせていただきたいと思います。 

 続きまして、６番目、これは前半の最後ですけれども、先ほどちょっと言いました「地

震工学に関する研修生の研修及び国際協力活動」ということで、これはＳＳが２名、Ｓが

４名ということでございます。先ほど○○委員からありましたけれども、既に実績を積ん

でいて、さらにそれを上回る実績を上げていかないとＳＳというのはなかなかつけにくい

というようなご説明もございました。トータルとしてはＳＳなんですけれども、それを上

回ってさらにということになると、なかなかＳＳというのはつけにくいということですが、

これにつきましてはＳということでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、「Ｓ」ということにさせていただきたいと思います。これについてはさ

らに頑張っていただいて、特に東南アジア途上国ですね、そういうところの耐震技術の向

上に役立っていただければというふうに思います。 

 それでは、今のところで評価が一応ざっと終わりましたので、また後で見直していただ

いても構わないと思いますが、続いて、次が「業務運営の効率化に関する目標」というこ

とで話題が変わりますので、ここで１０分間の休憩をとらせていただきたいと思います。 

 それでは、１５時３０分から開始させていただきますので、よろしくお願いいたします。

では、休憩させてください。 

(休 憩) 

【委員】  それでは、再開させていただきます。 

 次の説明をお願いいたします。２番目です。「業務運営の効率化に関する目標を達成する

ためとるべき措置」。 

【事務局】  それでは、２２３ページからになります。業務運営の効率化等に関する内

容についてご説明いたします。２２４、２２５ページをごらんいただけますでしょうか。

左側の２２４ページに建築研究所の組織図が載っております。独法化以来ずっと同じです

が、建築研究所は６つの研究グループ、１つのセンターのもとに研究者をフラットに配置

する体制をとっております。そして、２２５ページに研究課題との関係を示しております

が、さらにグループ横断的な形で研究者が参加して、いわばプロジェクトチームをつくっ

て各研究課題を進めております。ここは特に例年と変わりません。 

 ２２６ページをごらんいただけますでしょうか。（オ）次期中期計画検討会議の設置とい
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うのがございます。２２年度が最終年度に当たるため、２１年度の１１月から次の中期計

画に向けた検討を所内的に始めました。そして、四角囲いの中にありますように何度も検

討してまいったわけですが、この春の事業仕分けによって、ちょっとどうもよくわからな

い部分が出てきているところでございます。 

 その下、（カ）職員の組織に対する積極的な貢献を促す取り組みとして、もちろん定例幹

部会議、グループ長等会議を通じて、組織の姿勢やミッションを徹底しておるんですが、

冒頭の理事長からの概要説明でもございましたように、それ以外にも非公式な形で理事長

と各研究グループのメンバーとが懇談するような場面を用意いたしまして、意思疎通が円

滑にいくような工夫をしております。その他、右ページのほうに書いてありますように、

研修をやったり、いろいろなことに取り組んでおります。 

 続きまして、２２９ページ、「研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築」でご

ざいます。２３０ページをごらんください。左下の図に書いてありますように、建築研究

所の場合、研究の開始前、途中段階、終了後と３回にわたりまして評価を行っております。

このうち、外部有識者の皆さんにお願いしております外部評価は、２１年度に事前評価１

件、中間評価２件、事後評価１６件行いました。その結果については２３３ページ以降に

出ておりますが、事後評価では１６件のうち、Ａ評価１４、Ｂ評価２という評価をいただ

いております。 

 そして、昨年は、２３１ページに委員名簿が載っておりますが、９月に委員の任期が切

れましたので、委員の先生方の変更、入れかえといいますか、更新、見直しを行いました。

独法化以来、委員長を務めていただきました松尾先生が退かれて、深尾先生が委員長にな

りまして、それ以外でも委員の先生、何人か交代されております。この委員の交代に当た

りまして、２３８ページをごらんいただけますでしょうか。上のほうに四角囲いがござい

ますが、研究評価委員をどういう観点で選定するのかというものを、内規ではございます

が、ルール化いたしました。この中で、（４）で建築研究所のＯＢは原則排除するというよ

うなルールも入れております。ただ、建築研究所をやめて大学に行かれた研究者の方々も

１００人近くおりますので、これを完全に排除してしまいますと、人材に枯渇する分野も

出てまいります。そういったことで、原則の例外としては、やめて１０年以上たたれてい

るとか、キャリアの半分以上が建研以外であるとか、そういう方については、例外的に評

価委員をお願いするということをやっております。 

 それからその下、（カ）研究者業績評価システムの導入。２０年度に制度をつくりまして、
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２１年度から実際に運用を開始いたしました。年度の初めに各研究者が目標を立てて、そ

れを上司であります評価者と面談をしながら固めて、そして１年後、年度末に達成状況は

どうだったのかというのをみずから評価するとともに、上位の面談者とも確認するという

ものでございます。始めて１年目でございますので、現在は、それを直ちに人事評価など

に結びつけるというよりは、当面は個人の振り返り材料、あるいは研究者とグループ長等

との意思疎通の１つの材料、コミュニケーションの道具にしようというような運用をして

おります。ただ、将来は人事、給与等への反映といったことも検討してまいりたいと考え

ております。 

 続きまして、２４０ページからが「情報化・電子化の推進」でございます。情報化・電

子化、さまざまな取り組み、これまでどおり進めておるわけですが、２４３ページに紙の

枚数のデータが載っております。上にグラフが出ておりますが、紙の枚数は着実に減って

おりまして、昨年度は１５９万枚と、前年度に比べて１３万枚減ってまいりました。 

 それから２４４ページをごらんください。中ほどに温室効果ガス排出要請実行計画の策

定、これは各独法に策定が義務づけられているものでございますが、二酸化炭素をどうい

うふうに減らすのかという行動計画を策定いたしました。そういった取り組みとはちょっ

と逆かもしれませんが、（キ）でFace to Faceによる所外とのコミュニケーションの奨励と

いうのがございます。e-mail等が便利になって、何かとe-mailで連絡をしがちなんですが、

やはり研究者たるもの、外に出ていって直接現場の人たちと意見交換をすべきであるとい

うことを研究評価とか、いろいろな機会をとらえて、理事長から各研究者に徹底しており

ます。 

 それから２４５ページからがアウトソーシングの推進になります。２４６ページに一覧

表がございます。直接研究者、あるいは一般職員がやるよりも効率的、あるいは中ではで

きないというものを外に出しているんですが、２１年度はこの表の中の４番、車両管理等

業務、これを民間会社に入札で出しました。 

 そして、２４９ページからが一般管理費及び業務経費の節減というところになります。

中身は２５０ページに書いてありますが、まず、（ア）一般管理費につきましては、その下

の四角囲いに書いてあるような細かな取り組みをやることによりまして、計画どおり３％

の削減を行っております。それから研究費などを含みます業務経費につきましても、１％

を抑えた中で運用をしております。 

 それから２５２ページからが施設、設備の効率的利用。研究に支障のない範囲で建築研
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究所のさまざまな実験施設等を貸し出すべきであるというご指摘は最近もいろいろなとこ

ろからいただいております。そして、２５３ページにありますように、建築研究所のホー

ムページの中に実験施設の貸し付けにリンクするページをつくりまして、そこを開きます

と、２５４ページの下のほうにありますような、どの時期があいているのかといった一覧

表が出てくるような仕掛けになっております。この青い部分があいている時期、貸し出し

可能期間ということでございます。 

 また、２５５ページにありますように、建築研究開発コンソーシアムのホームページを

使ってＰＲをお願いしておりますし、それから２５６ページの上のほう、ウ）に書いてお

りますが、建築研究所でいろいろな実験を行っておりますが、その中でも比較的大きなも

のなど公開で行うことが、ある意味ではどういう実験施設があるのかということのＰＲに

も非常に役立つという観点で、昨年度からそういう意識を持って取り組んでおります。実

際、実大構造物実験等、世界最大規模の実験施設なんですが、そういったところで実験す

る場合などに公開しておりますし、また、去年新しく整備されましたユニバーサルデザイ

ン実験棟の中の空間行動計測室、こういうところもできたときに、報道関係、研究関係を

中心に公開をしました。その結果がどうだったかというのが２５７ページなんですが、下

のほうにグラフも出ておりますけれども、利用件数的に言いますと、前年度よりちょっと

下がっていますが、２７件。金額的には、これはたまたま２０年度は大口がありましたの

でかなり稼げたんですが、ちょっと減りまして、６７０万円ぐらいの収入というふうにな

っております。 

 以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 それでは、この「業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」という

ところの項目について評価したいと思いますが、今のご説明に何かご質問ございますか。

よろしいですか。 

 それでは、評価に移らせていただきます。また、先ほどお配りした、各委員に事前に評

価していただいたところを見ていただきたいと思います。ここから後は大体研究のところ

ではないので評価しやすくなってくるんですが、まず、２番目の（１）、これにつきまして

は全員「Ａ」ということで着実に実施されているという評価をされていますが、これでよ

ろしいでしょうか。 

 それでは、よろしいですね。「Ａ」にさせていただきます。 
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 続きまして、２番目、「評価の実施及び研究者業績評価システムの構築」、先ほど企画部

長からご説明がございましたが、これにつきましてはＳをつけた方がお二人いらっしゃい

まして、あとはＡということでございますが、これについてはいかがでございましょうか。

評価委員の方がたくさんいらっしゃいますね、人数からいけば。建研の研究者の数と同じ

ぐらい評価委員の方がいらっしゃるだろうと思います。業績評価システムについては人数

の少ない研究組織でもあることから慎重に運用されたいなんていう意見もありますけれど

も、これについては、Ｓとおつけになった方、どなたかわからないんですが、順調に進め

られていると思いますので、ＳというよりはＡではないかと個人的には思いますが、いか

がでしょう。Ａでよろしいですか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、「Ａ」ということにさせていただきます。 

 続きまして、「業務運営全体の効率化」ということで、何万枚の紙が減ったというお話も

ございましたが、これについては全員「Ａ」ということですので、私もＡだと思います。

このあたりについてはＳをつけるってなかなか難しいですよね。非常に順調にやられてい

るということでＡだと思います。そういうことにさせていただきます。 

 アウトソーシングにつきましても、全員の方が「Ａ」ということでございまして、アウ

トソーシングが予算の無駄につながることも多いので注意が必要であるというご指摘がご

ざいますが、これは評定理由と意見のところ両方に枠をとって書かれていますが、意見の

ほうにこれを移していただいてよろしいでしょうか。アウトソーシング、アウトソーシン

グと、こう言っても、十分予算の無駄遣いにならないようにやってほしいというご意見だ

というふうに承ったということで、「Ａ」ということでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  これは「Ａ」ということにさせていただきます。 

 続きまして、「一般管理費」ですね。このあたりにつきましても、これを半分にしろとか、

減らせば減らすほどＳになるというのも変な話なので、非常に注意深くやられているとい

うことだとＡということしかないんですね、これは。オーバーして使うとＢとかＣとかに

なるんでしょうけれども、減らせばいいんですかね、これは。そういうことなんですかね。

Ｓとか、ＳＳになるというのは、削減率をものすごく大きくすればＳＳになるんですかね。

それもちょっと違和感がありますね。このあたりは我々も評価が難しいので、非常に順調

にやられているということでよろしいでしょうか。これも「Ａ」ということにさせていた
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だきます。 

 続きまして、（４）番目でいいのかな。ここまでですね。「設備の効率的利用」というこ

とで、今年はちょっと実験の貸し出しのところが去年に比べると減っているようですけれ

ども、六百何十万円ですよね。去年は１,０００万円を超えたんですかね。件数も多かった

んですが、だんだん傾向としては右上がりに、効率よく実験設備等を効率利用されている

ように見えますけれども。委員の評価はＳが２名、Ａが４名でございます。Ｓをつけられ

ている方は、いろいろな工夫されているので評価できるということと、産学連携をさらに、

これは、大いに進められたしというのは、多分意見のほうに行くんだと思いますが、これ

も意見のほうに移らせていただいて、さらに産学連携を進めろというご意見だということ

でよろしいでしょうか。では、そういうふうに、事務局のほうで整理してください。 

 これについてはいかがでしょうか。金額でいくとちょっと減っているんですけれども、

いろいろ工夫をされてきて極端には減ってきていないということで、着実に実施されてい

るというふうに思われますが、これについてもＡでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、「Ａ」ということにさせていただきます。 

 以上が２番目の項目でございます。 

 次は３番目の「予算、収支計画及び資金計画」、それから４番目の「短期借入金の限度額」、

５番目の「重要な財産の処分等に関する計画」、６番目の「剰余金の使途」、７番目「その

他主務省令で定める業務運営に関する事項」についてでございますが、それについてご説

明をいただきます。 

【事務局】  それでは、２５９ページからが、予算、収支計画及び資金計画でございま

すが、２６１ページに平成２１年度の予算及び決算の表が載っております。金額的には掲

記のとおりでございます。そして予算の執行に当たりまして、契約問題が近年非常に注目

されております。２６２ページをごらんいただけますでしょうか。下のほうに文章で随意

契約の見直しということが書いてあります。２０年度から真にやむを得ないもの以外は一

般競争入札等に移行したということで、２６３ページの上のほうに件数、金額の表がござ

いますが、上から３段目に随意契約がありまして、件数で見ていただきますと、１９年度

は７７あったのが８とか９とかに減っております。一般競争に移行した効果があったので

しょうか、一般競争入札の金額のところ、平均落札率を見ていただきますと、２０年度、

２１年度はさらに下がっていると。落札率も下がっているということで、一般競争に移し



 -31-

た効果というものは出てきているのかなという気がいたします。 

 それから２６２ページのほうに戻っていただきまして、下から２段落目に書いておりま

すが、重要な調達について、技術提案の内容と価格との両面で評価する総合評価落札方式

を建築研究所でも導入することにいたしまして、２１年度にガイドラインと実施要綱を整

備いたしました。そして実際、今年度、その１号が現在手続き中、内部で要綱をつくって

いる段階でございます。 

 それから２６３ページの下のほう、オ）１者応札の状況というところがございます。一

般競争入札を増やしたんですが、ただ、結果的に見ますと、１者応札というものも多くな

っております。その原因は、研究に関連する特殊な機器とか実験装置、あるいはそれらの

メンテナンスというものがかなりの割合を占めることが原因ではないかと思われますが、

それでも１者応札を減らすべく、公告期間の十分な確保とか、応募要件の緩和等の取り組

みを行いました。その結果として、このページの下から７行目の終わりのほうですが、１

者応札の割合は７２.７％と、前の年に比べて９.７％減ったということが記載してござい

ます。 

 それから収支計画は２６５ページ、資金計画は２６７ページ、それぞれ表に記載のとお

りでございます。こうしたお金の流れにつきまして、監事監査を受けております。２６８

ページに書いておりますが、特に契約の状況につきまして詳しく見ていただきまして、下

に黒ポツで幾つか書いておりますが、競争性・透明性の向上は顕著であるといったような

評価をいただいております。 

 ２７０ページ、短期借入金の限度額、２７１ページ、重要な財産の処分、２７２ページ、

剰余金の使途、これらについては、いずれも該当はございません。 

 ２７３ページから施設及び設備に関する計画でございまして、２７４、２７５ページを

見ていただけますでしょうか。２７５ページのほうに写真入りで表が出ておりますが、２

１年度はごらんの３つの施設、実験装置を新たに整備いたしました。中期計画のとおりで

ございます。 

 それから２１年度は補正予算がありまして、２７６ページに出ておりますが、実験棟の

耐震改修工事と基礎地盤実験棟の改修といった２つの工事も行っております。 

 続きまして、２７８ページをごらんください。人事に関する計画でございます。 

 ２７９ページのところに文章で書いておりますが、コンプライアンス推進のことで規程

類の整備等を昨年も行いました。懲戒に関する規定を整備し、その量定等を明文化したと
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いったようなことでございます。 

 それから２８１ページをごらんいただけますでしょうか。給与の関係でございます。

（イ）の第２段落ぐらいに書いてありますが、対国家公務員指数、ラスパイレス指数につ

いては、一般職が１０４.３、研究職が１０２.７という数字でございました。若干高目に

なっておりますが、やはり若干年齢が高目であること、あるいは本省との人事交流で、も

ともと給料がやや高い人が来るとか、そういうようなことが影響しているものと思われま

す。それから終わりのほうの段落に書いてありますが、中期目標に沿った総人件費削減に

つきましては、予算額では１７年度に対して６.２％の削減、決算ベースでも３.３％の削

減となりました。ちなみに今年度末、２２年度末までに５％削減という目標ですが、人事

院勧告による給与改定分を含めましても、現在、既に達成する見込みが立っております。 

 それから２８２ページ、適正な人員管理ということで、建築研究所の所員の変遷が一番

下のグラフに書いてございます。２１年度は３月末現在で研究職が５７人、事務職が２９

人で計８６人と、だんだん人数が減ってきております。 

 以下、２８４ページ以降は、政独委の指摘等によりまして、今までご説明申し上げたよ

うな内容を再整理する形で改めて記載した事項でございますので、説明は省略いたします。 

 以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明に何かご質問ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、早速、評価に入らせていただきますが、またお手元の評価表をごらんいただ

きたいと思います。まず、３番目の予算（人件費の見積もりを含む。）とか、収支計画及び

資金計画等でございますが、これにつきましては、全員「Ａ」ということでございます。

着実に進められているということで、これはいかがでございましょうか。先ほど１者応札

がどうのこうのとかいろいろご説明がございました。一般競争入札をやっているけれども、

１者応札が、今まで随契であったところが１者応札になると。やはり特殊な機械などです

から１者応札になってしまうというところが研究機関なんかはどうしてもあるというとこ

ろで、ある程度から減らないところにあるんですが、努力はされているということで、着

実に進められているということでよろしいんじゃないかと思いますが、Ａでよろしいでし

ょうか。全員の方がＡということ。 

 それでは、「Ａ」ということにさせていただきます。 

 あと、４、５、６、剰余金等々についてはございませんので、評価はありません。 
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 ７番目の「その他主務省令で定める業務運営に関する」というところで、施設及び設備

に関する計画ということですが、これについては計画を立てられて着実に進められている

ということで、お一人の方、Ｓがいらっしゃいますが、残りの方はＡということでござい

ますので、これは計画どおり進められていますので着実だということで、Ａということで

よろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、「Ａ」ということにさせていただきます。 

 続きまして、人事に関する計画でございます。これもちょっとラスパイレス係数が高い

という説明がございましたが、去年はちょっと低かったのかな。今年は高いとか、いろい

ろ１００を前後に動いていますけれども、ほぼ努力はされています。先ほど、ちょっと高

いのはこういう理由だというご説明がございましたが、非常に努力をされているというこ

とでございます。評定理由がございますが、ここに書いてある重要なことが下のほうに書

いてありますが、建研へ優秀な人材が来なくならないような対応も必要と思うというとこ

ろがございますので、このあたりはぜひ、先ほどのテニュア・トラック制度とか、そのあ

たりを利用して、いい人材を集めるように努力していただきたいと思います。これも「Ａ」

でよろしいですね。 

 ありがとうございました。ということで、すべての項目について評価が終わりました。 

 今、分布状況を事務局のほうからいただきます。これをもとに評価をさせていただきた

いと思います。トータルでいきます。Ｓが９個、Ａが１１個です。私が理由をいろいろ言

うのも変なんですけれども、１番から１１番の研究等に関するところはＳがほとんどなん

ですね。あとの業務運営に関するところは全部Ａですので、こちらの項目が数多いもので

すから、総合評価でいくと、一番多いところをつけろと言われてもＳになかなかならない。

国民に対して提供するサービスその他というところが１１項目、その他のところが２０項

目のうちの９項目ございますから、サービスその他のというところでＡが２つつきました

ので、そこで９ですね。そうしますと、９と１１ということになってしまうということで、

評価としては、最頻値ということでいきますとＡということになってしまいますけれども、

それでよろしいでしょうか。 

 もし、いや、これはおかしいよということで、Ｓというふうにすべきだということであ

れば理由を。今のように、評価の分布がおかしいんじゃないの、業務運営のところの項目

が多過ぎるんじゃないかというふうなこと。今までそれを言ってきていないものですから
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言いにくいところがあるわけですが。 

【委員】  実は私ども別の分科会で、総合評価の最後のその他のところにそういう意見

を述べました。今回はやむを得ないけど、次回は区分の考え方を見直したほうがいいので

はないかという意見を書き入れました。 

【委員】  そうですね。今まではそれほど厳しく言われなかったので、５とか去年もつ

けたんですけれども、最頻値のところにしろというふうに言われると、突然表に出てきま

すので、総合評価の文章のところにぜひそれをつけさせていただいて、次期中期計画とい

うのが、先ほどおっしゃったように来年から始まるんですね。そのときにこういう評価方

式をとるのであれば、ちょっと問題だということを述べさせていただいて、ですから１番

というか、国民に対して提供するサービスその他の項目が多いところで研究機関だとＳが

つく可能性があるんですよね。そちらの項目のほうが多いと。一般的な業務運営のところ

の項目が割と比率として少ないとＳがつく可能性があるということでちょっと変なもので

すから、それは総合評価のところのコメントにつけさせていただくということでよろしい

でしょうか。 

 では、そういうことで、評価としては「Ａ」ということにさせていただいて。分布は出

すんですよね、ちゃんと。 

【事務局】  はい。 

【委員】  分布は出させていただいて、全体議会のほうでそういうことはご説明させて

いただくということにさせていただきたいと思いますけれども、よろしいでしょうか。何

か全体についてご意見があれば、ぜひお願いしたいと思いますが、評価以外の。 

【委員】  評価は、Ｓの場合とＡの場合と具体的に結果としてどういう影響を持ってい

るんですか。例えば予算が減らされるとか、そういうことに関係してくるんですか。 

【委員】  それはいかがでしょうか。 

【委員】  ＢやＣでは相当いろいろ、組織の存続自体も問題になってくると思うけれど

も。 

【事務局】  ＳとＡだから、直ちにどこがどうという話ではございません。今後、分科

会の結果を国交省の親委員会のほうに報告すると。その結果を政府全体の総務省のほうに

設けられています政独委のほうにご報告すると。そこで評価の結果どうだったかというと

ころの意見はいただくということでございますが、ＳとかＡということで、研究所の成果

がどのように上がっているかということを世の中にしっかりお示ししていくということで
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ありまして、それでおかしいんじゃないかというご意見であれば、そういった意見も出て

くるでしょうし、それを広く世の中にお示しして、アカウンタビリティーを果たすという

ところかなとは思います。それによって、直ちに何かがどういうふうに変わるということ

ではないと思います。ただ、○○委員も今冒頭におっしゃられましたけれども、仮にＣで

あるとか、そういう評価がつくならば、どこかに不十分な点があるということですので、

直ちにいろいろな点を改善していかなければいけないということは出てくるかと思います。

評価の観点からは、以上でございます。 

【委員】  業務的な独法とこういう研究的な独法と、やっぱり評価の視点って違うと僕

は思うんですよね。こういう研究的な独法というところは、合理化しろと言っても、あま

り合理化するところってそうたくさんあるわけじゃない気がするんですけどもね。そうい

う評価の仕方というのも、事業的な独法と研究的な独法とか、幾つか独法の種類が２つか

３つあるんだろうと思うんですけれども、そこら辺の結果をこれから独法の全体の中で考

えることも大事なんじゃないかなという気がしますけどね。 

 僕は自分で評価をやっていると、最後の５つか６つは、大体みんなＡだろうなとか、そ

ういうふう思うんですね。これは業務的なものとか、ほかの独法だと、むしろそういう最

後の分野を中心に見ると思うんですけどね。 

【委員】  そのあたりが非常に我々やりにくいところでございまして、研究独法の場合

は、どうしても研究のどういうことをやっているかというところで見ますから、そちらに

ついては、わかりにくいところもあるとおっしゃったところはあるんですけれども、いい

点とか悪い点とかつけやすいんですよね、そういう意味では。後ろの業務運営のあたりに

ついては、さっき言ったように、人件費がすごく少ないのがいいんだというようなことに

なると妙なことにもなるし、予算をどんどんカットすればいいんだというふうなのも変だ

し、判断基準がはっきりわからないんですね。 

【委員】  何かそういう意見をつけてもらいたいですね。 

【委員】  ですね。そういうふうな意見をちょっと、今、事務局でまとめていただいて

いますけれども、業務運営のところを、予算とかのあたりについてはいい点をつけにくい

んですよね。予算が決まっていて、それをオーバーするように使うことは多分ないんだと

思いますから。ものすごく少なく使えばいいと言うんだったら、何のための予算だったか

わからないし、ですから、とにかく２番、特に３番目のところについてはこういうところ

の評価にはなじまないですね、研究独法の評価には。 
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 独法評価の上位の委員会からはこちらのほうに意見が来るんですよね。ラスパイレス指

数がちょっと多いぞとか、少ないぞとか、そういうところに来るので、研究のほうには何

もおっしゃらないという。それもわかるんですけれども、そういうことであれば、点数が

下のほうの、先ほどの予算とか運営とか、そういうところで引っ張られて総合評価が決ま

ってしまうというのも妙な話になるんですね。この評価委員会の評価とそちらの評価とが

うまく合わなくなってしまいますよね。 

【委員】  ちょっとよろしいですか。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  今の問題なんですが、建研の中で運営費交付金はかなりの比率を占めている。

それがだんだん下がっていくし、一般的に人件費の比率も非常に高い。その両方を考えて、

研究領域と業務領域の相互の影響を検討することもかなり大切なことだと思います。そう

すると、業務の方では、事務処理の合理化によって、クリアし、研究の方では重点研究や

基盤研究の項目を見直しながら競争的資金獲得への戦略を練るなど、今までの考えと違う

観点も必要な気もします。これは全体の問題だから、建研でどうこう言っていてもしよう

がないんだけれども、時代の変わり目みたいなところで何を考えるべきかが非常に重要で

あり、Ａとか、Ｓとかつけようがないような話だと思います。 

【委員】  そうですね。お願いします。 

【委員】  評価委員会については、従来、我々評価したことに対して、上から意見が来

るのは総務省の評価委員会のほうからだったんですね。そこで随意契約とか、人件費とか、

そういう結構業務にかかわる意見が出てきて、研究の内容についての意見は出なかった。

今回は国交省の中の全体の委員会で、研究系、教育系、業務系のそれぞれの評価をどうす

るかという議論がありまして、傾向としては、同じ目線で評価すべきではないかと、横並

びで評価すべきではないかという意見がかなり大きな意見として出てきそうなんですが、

ほんとうにそれでいいのかという議論は、実は国交省の中の評価委員会でやらなければい

けない問題なんです。そこがあまりしっかり議論されていないので、この建研の評価につ

いては国交省の中で、研究所が幾つもありますので、そことあるいは少し議論を交わして

全体の委員会のほうに持っていくとか、何か工夫が必要かなという感じもします。 

【委員】  今、政権が変わって、事業仕分けだとか、無駄をなくすとか、そういうのが

１つの流行になってきているわけですね。したがって、そういう数字的なものとか、そう

いうものがすごく評価される雰囲気があるわけですね。一番大きな問題になったのは、何
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で１番じゃいけないのかという話だけれども、「はやぶさ」が出てきた途端に世の中が変わ

っちゃうというような、そういう意味で、今の政権姿勢に合わせようとすると、どうして

も具体的な質的な中身で、今の仕分け人だって質的な中身なんか評価できないわけですか

ら、そういう数字的なものとか、随意契約があるかないかとか、そういったようなことが

どうしても中心にならざるを得ないのかなという感じがするんですね。そういったときに、

評価の質というのを、研究所的なものとか、業務的なものとか、教育的なもので変えるべ

きだと、もしもうちょっときちっと言うんだとすると、その論理をこちら側もきちんとし

ておかないとまずいんじゃないのかなという感じはします。 

 僕は、研究所とか、基本的な目的は、効率化はもちろんあるんだけれども、やっぱり国

民の安全だとか安心だとか、そういうことに資するようなことをやることが大事なことな

んだろうと思うんですね。 

【委員】  その辺がいつも全体の、国交省の評価委員会でも前会長のもとでやられたと

きも問題になって、何を評価しているんだという、どういう目線で評価しているんだとい

うことで議論があったんですね。それから総務省の独法の委員会から言われてくることが

おかしいのではないかという議論がずっと出て、そのままあまり解決されないで来ている

気がするんですけれども。また、今の国交省の新委員長になって、何か厳しくなってきた

と。あまりＳＳをつけるなと、最上級をつけるなというふうな話になってきたというのは、

先ほどの業務と研究と教育とを同じ目線で見ようというようなところがあるんですが、実

際は見れないですよね。だからどういうふうにして見ていいのかわからないんですが、言

葉で言うのは易しいんですけれども、５段階評価、ＳＳとか、５段階評価も同じですが、

業務のほうは、目標を決めたものに対してうまくいっていれば、普通は３というふうにつ

くんですね、今までの例でいくと。ですけど、ちゃんとやっていれば、ほんとうは５じゃ

ないかというふうに頑張ったっていいんですけれども、それは言いにくいと。研究のほう

はよくやっているなということで５がつくという、その辺の考えの差がずっとわからない

まま来ているので。僕は無理なんじゃないかと思うんですね、同じ土俵で議論するのは。

同じところで、同じ点数で最後評価するのはなかなか難しいと思うんですが、ぜひその辺

もうまくできるように、全体の委員会でもご意見を申し上げてやっていただければいいか

と思うんですけれども。ほかにご意見ございますか。 

【委員】  政権の性格とか方針に少し動かされやすいなと。ところが、その政権の性格、

方針がしょっちゅうぶれるものだから、必ずしも浸透していないという、そういう感じも
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するんですよね。だから我々の側がきちっとした方針を、軸というのを持っていたほうが

いいような気がするんですね。 

【委員】  そう思いますね。お金だけでいくんだったら簡単なんですよね。研究費幾ら

で、ぱっと使っています。こういう、きちっとそういう目線で見るんだったら非常にやり

やすいんですけれども、ソフトな評価はなかなか難しいので、我々としてどういう軸を持

ってやるかということについては、ちょっと考えていかないといけないかもしれないと思

います。 

【委員】  逆に言えば、最頻値を総合評価にしろということであれば、総合評価は要ら

ないんじゃないかと思いますが。 

【委員】  要らないんですよね、はっきり言うと。 

【委員】  という意見を言ってもいいんです。 

【委員】  そうですよね。 

【委員】  分布で見て、研究系の項目はＳが大変多いということを見ていただければそ

れでいいと思います。 

【委員】  それで僕もいいと思うんです。それを最終評価がこの場合、最頻値だとＡと

いうことになりまして、建研はＡだと。例えばほかの研究機関はＳだというふうになって、

理由がいろいろついてやっても、違う研究者が見ると、こんなはずはないんじゃないの。

Ｓじゃなくて、Ａじゃないのということもあり得るわけですよね。ですから、目線が違う

と違ってきますので、同じ研究者でも、だから難しいなと思います。ぜひ総合評価のとこ

ろにも今のような、分布でもいいんじゃないのと。それを最終的にＡだとか、Ｂだとかっ

て決めるのはおかしいんじゃないのというようなところを総合評価のところに書かせてい

ただいて、要するにもうちょっとふわっとした評価みたいなものでやったほうがいいんじ

ゃないでしょうかという、ふわっとというのは変ですけれども、研究機関に関しては、そ

ういうふうなことをやってほしいというようなことを総合評価のところに入れさせていた

だきたいと思いますけども。 

 はい、どうぞ。 

【委員】  私、評価の数を今ちょっと見ていまして、これまであまり考えていなかった

んですけれども、よくよく読みますと、実績報告書は１から７までありますね。研究のと

ころは１、２なんですね。あと３、４、５、６は予算から始まりまして、剰余金とかいう

ことです。こちらは、どちらかというと研究以外の管理業績ということですね。そうしま
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すと、研究所ですから、１、２のところが私は大事じゃないかと思うわけです。最終的に

Ａの数で、ここはＡが多いからということなんですけれども、３、４、５、６、７のとこ

ろは、ほとんど努力目標と同じということで、ちゃんとやったということでＡなんですね。

ここだけでＡが６つあるんです。１、２のところは評価が１７ございます。その中で見ま

すと、やはり評価のところでＳがかなり多いんじゃないかと思うんですね。 

 ですから、やはり研究というのは創造的というか、独創的なそういうものが入っている

わけですから、ただ単に目標をやって、着実にやった、結構でしたというのとやはり違う

んではないでしょうか。新しい発見があり、それから地道な調査によって新しい事実を出

していく。ですから、委員の先生方がおっしゃったように、業績のところと研究のところ

とを、同じような土俵で評価するということ自身がまずおかしいということを感じます。 

この評価も研究所に関しては、研究のところで、１、２ですね。国民に対して提供する

サービスとか、質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置というところと、それ

から２のところ、業務運営の効率化に関する目標云々というところで、そこまでで１７あ

るんですね。そこのところと予算とか何とかのＡと一緒に数えて、Ａが１０あるから、じ

ゃ、ほかのところは８つで、こっちが１.何ぼだからＡにしましょうというのは、ちょっと

評価としてはおかしいと思います。私はおなかの中では、これを見てて、やはりＳじゃな

いだろうかというふうに思っていました。ただ、数でいいますと、３、４、５、６、７の

予算からその他が入りまして、Ａがこれだけで６つということで、その辺非常に疑問を感

じたわけです。 

 それからまた、私、何年か評価委員をさせていただいているんですけれども、この目次

がちょっと見にくいなという感じがしたんですね。目次のところが１、２、３、４、５で、

また（１）（２）、それから①②と非常にわかりにくいのと、それから１、２のところと、

３、４以下は大分内容が変わるので、その辺ももっとわかるようにしていただければと思

います。 

 それからもう一つは、厚い報告書は、我々よくわからないので、内部資料の自己評価に

赤字で書いたところも参考にさせていただいたんですけれども、結局、自己評価されてい

るのは、全部２３まで番号が振ってあるんです。これは評価する数なんですね。ところが、

我々いただいているものにはそれがないものですから、（１）の１だったり、（１）の①だ

ったり、②だったり、どこを今評価しているのか分からなくなるので、また厚い報告書を

見まして、大変苦労するんですね。 
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 ですから、これからは我々委員にくださる調書にも、自己評価でつけられたように、２

３まで評価つけるべきところに番号を振っていただきますと分かりやすいと思います。私

も報告書を読むのと同時に、自己評価との関係で、自己評価は甘いんじゃないかとか、こ

れはＳつけているけれども、Ａでないかとか、考えるわけです。 

【委員】  ありがとうございました。最後に言われた建研の取り組みというところの書

き方がちょっとわかりにくいということで、（ａ）（ｂ）（ｃ）（ｄ）（ｅ）（ｆ）（ｇ）ってざ

っと並んでいるんですけれども、それをもうちょっと、どの項目でやっているかとくくっ

て、例えば最初の１番目の研究開発の基本方針というところであれば、①のところは、①

のアはどれに対応していて、イはどれに対応しているかというのがわかるようにしていた

だくと、もっとわかりやすいということですよね。 

【委員】  特に自己評価なさっている取組と書いてあるところのＡのところに番号をつ

けていますね。評価の数だけ。それが評価調書側にないものですから、対照すると、（２）

の②なのか、（３）の①なのかよくわからないので、何度も繰らないとわからなくて、報告

書と両方見てわからなくなるのです。それが調書にも番号が評価の数だけ振ってあります

と非常にわかりやすいかなという、私の希望です。 

【委員】  これについては、来年度以降どういうふうになるかわかりませんけれども、

「報告書８頁」、こう書いてあるんですけれども、もうちょっと整理してわかりやすいよう

に、（ａ）（ｂ）（ｃ）（ｄ）（ｅ）（ｆ）（ｇ）と順番に並べないでやっていただいたほうが、

見る人はわかりやすいと。 

【事務局】  非常に多いボリュームですので、委員の先生方がスムーズにつけていただ

けるように、来年度しっかり工夫したいと思います。 

【委員】  よろしくお願いします。総合評価のところはいろいろコメントがございまし

たので、特に最頻値ををもってかえろというのは問題であるということを強く書きますし、

それから全体の国交省の委員会のときには、総合評価の数値だけ出すんですか、それとも

分布を出すんでしたっけ。 

【事務局】  分布を出します。先ほど最後つけていただいた、ページでいきますと、７

ページの後に業務運営評価の総合的な評定のところにＳという項目が９項目つきました。

Ａという評定が１１項目つきましたということが評価書の中に出てきます。その結果から

見て、総合的な評定としてどうなるという形でお示しします。さらに、総合評価の中で文

章で法人の業務の実績、あるいは課題改善、今ご意見をいただいたようなところについて
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も文章について付して、親委員会のほうにご報告するということになります。 

【委員】  できれば、１の１、２、３とかありますよね。１についてＳが幾らでＡが幾

らだった。２についてＳが幾らでＡが幾らだった。あとのものはどうだった。総合評価で

結果的にはＳが幾らでＡが幾らでということで、そういうほうがさっき言われたことを説

明しやすいんですよね、そういう資料が出ていたほうが。研究機関のほうは国民に対する

サービスとか、そちらのほうはほとんどＳなんだよと。だけども、業務運営とか、人件費

とか、そっちのほうに来るとＡだよと。そちらのほうの数が建研の場合多いですから、結

果的には僅差でＡになってしまって総合評価がＡになっていると。それがおかしいよとい

うことを言おうと思っているんですが、それがなくて、Ｓが９個でＡが１１、こう言われ

るとなかなか説明しにくい。ここのところを出していただければ。 

【事務局】  わかりました。ご趣旨の点を踏まえまして、どういう分野についてとか、

その辺が、その他の欄もございますので、少し事務局のほうで工夫したいと思います。た

だ、１点ちょっと申し上げておきたいのは、このＳとか、Ａとかいう項目、どういった項

目構成で評価を、建研の場合、全体で２０項目、そのうち研究の関係が１１ですね。それ

から業務運営に関するものが９項目という、そのバランスについては、これは各分科会、

建研の分科会、それぞれのそれは分科会の委員の先生方のお考え方ではないかというのが、

前の家田委員長が新しく就任されたときに懇談会ということで、○○委員に出ていただき

ましたけれども、そういった話がありました。 

 そのときの議論の中で、確かに今議論になりました研究系の独法と業務系の独法、教育

系、やっぱり特色違いますよねと。そういったところの特色がうまくあらわれるような評

価の仕方というのが要るんじゃないでしょうかという議論の中で、それについては分科会

のほうでどういうふうな項目単位にして評価すると全体うまく評価できるのかというのを

工夫してくださいというのが家田委員長のほうからございました。ただ、これは私見が少

し入るかもしれませんが、研究系独法の中でそういったものがみんなそれぞれ違っていい

のかとか、そういったこともいろいろありますでしょうし、親委員会のほうでもそういっ

た議論をしていただくことがよろしいのかなというふうには感じている面もございます。 

【委員】  評価するときに、この項目がどうだというのは何年も前から議論したことが

ないので、そうじゃないかと言われると。 

【事務局】  それで、中期目標の期間について、年ごとにいろいろ変えるというのはあ

ったと思います。それが来年度から新しい中期目標・中期計画の期間が始まりますので、
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こういったものをいま一度見直すタイミングだというふうに思っていますので、また委員

の先生方のご意見を踏まえながら、項目についても検討してまいりたいと思います。 

【委員】  はい、わかりました。我々はそう決めた意識があまりなかったものですから。

来年以降の、後でご説明ありますけれども、次期の中期計画のときに、この項目を見直す

ということと、今ちょっとこの項目についてやると問題だということは、総合評価のとこ

ろで先ほど言ったように申し上げたいというふうに思っております。 

 はい、どうぞ。 

【事務局】  現在の評価項目の設定は分科会の責任で決められているという見解が最近

の委員会で出たということでございますが、それは政権交代前からずっとそういう解釈だ

ったのでしょうか。私の解釈では、評価項目の設定はもっと上位の委員会で決定されたも

ので、分科会では変更できないものであるというふうに解釈しておりました。このあたり

の解釈はいかがでございましょう。 

【事務局】  こういった項目を盛り込んで評価していくという、研究の話もそうですし、

業務の運営に関する、こういったものを網羅しながら評価していくというのは必須だと思

います。その中で、どういった項目、例えば先ほどの大きな１番の（２）の中で①②ごと

に評価の単位を区切っていくのか、あるいは①②③をまとめて、それを１つの評価でつけ

るのかとか、例えばそういったものについては、ある程度分科会のほうでも検討の余地は

あるのではないかとは思います。 

【事務局】  それは政権交代前からずっとそうだったわけですか。それとも、政権交代

してからそういうふうな見解が出たのか。どちらでしょうか。 

【事務局】  なかなか私も断言できるほどのものはございませんけれども、もともとそ

ういう考え方というのが基本だったのではないかというふうに、前回の親委員会のほうの

懇談会の中ではそういう話が出ておりました。 

【委員】  わかりました。前委員長のときにはそういう話は出たことないし、この中期

計画の評価が始まったときに、この項目がこれでよろしいでしょうかというような議論も

なかったような気がしますので、もう既に決まっていたのかなと個人的には思いますが、

もう済んだことですから。先ほど総合評価のところでいろいろ言っておいて、次期中期計

画には、この項目を変えるという前提が許されるのかどうかわかりませんけどね。内容的

にはあれですけど、項目の数ですよね。そのあたりについてはちょっといろいろあるぞと

いうことは書いておかないといけないと思います。 
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【事務局】  今、分科会長おっしゃっていただいたように、経緯もさることながら、こ

こまで４年間やってきて、５年目のまとめになっていますから、ここでまた考え方を途中

で変えるということもいいのかどうかということもありますので、今おっしゃっていただ

きましたように、意見を付していただくと。事務局でも文章を考えますし、また分科会長

とご相談させていただきたいと思いますが、して、そういうご意見を出して、この建研だ

けで、それぞれがまたばらばらにというか、別々にするかどうかということもありますの

で、どういうような区分け、例えば業務系と研究系で分けるのか、もっと細かく分けるの

かあたりもある程度の議論をしながらしたほうがいいのかなというようにも思いますので、

多分そういうことをおっしゃっていただいていると思いますので、ただ意見を付していた

だいて、来年度から新しい計画になりますから、そういう目標の設定の仕方もあると思う

んです。高い目標を設定すれば、Ａにしかならないし、低い目標にすれば、Ｓになっちゃ

うんじゃないかとか、そういうこともありますし、いろいろなことを考えて、正確な評価

をしていくということが必要だと思いますので、きょういただいたご意見を事務局として

も受けとめて整理していきたいと思います。 

【委員】  ぜひ、研究系はどういう評価項目にして、どれぐらいでやるかとかというの

も含めて、あわせていただいたほうが、特に建研、土研というのは、個人的にはそう違わ

ないんじゃないか、内容的にはですね、と思うんですけれども。土研のほうは研究のとこ

ろが多いんですね、多分ね。どうしてそういうふうになったのかという経緯も見ていただ

いて、次の評価にはなるべく同じように、横並びで見られるような評価ができるようなシ

ステムにしていただければいいかなというふうに思います。よろしいでしょうかね。 

 それで、今、いろいろご意見をいただきましたので、それらを整理いたしまして、事務

局のほうには申しわけないんですが、整理していただいて、皆様に後でご確認いただくと

いうことにさせていただきたいと思います。それでよろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 続いて、資料４の別紙になりますけれども、政独委のほうから「平成２０年度における

国土交通省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等についての意見について」

等への対応、長いんですけれども、があります。それについて事務局よりご説明をお願い

いたします。 

【事務局】  ただいま評価調書の資料４の後半部分でございますが、この別紙は、ただ

いまご議論いただきました内容を、今後、総務省の政独委が行う二次評価で活用するため
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に、これまでに政独委をはじめ、各種の会議で指摘された事項ごとに表形式で整理し直し

たものでございます。これにつきまして、各委員の先生方への事前説明の際にご説明させ

ていただきまして、いただいた意見につきましては、この資料にまとめてございます。ま

た、事前説明の際に調整中と、まだ全体の方針が固まっていない時点でございまして、「調

整中」と書かせていただいた項目がございます。それにつきましては、別紙の中の黄色の

色づけをしたところは、前回事前説明では調整中ということでお出しさせていただいたも

のを、きょう黄色の部分を埋めてまいりました。これ全体について、きょうご意見をお伺

いしたいわけですが、事前説明させていただけなかった黄色の部分について、少し簡単に

ご説明させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

【事務局】  それでは、私のほうからご説明いたします。まず、別紙の１というところ

に黄色い部分が３項目ございます。まず、①が左側の政府方針等というところに書いてあ

りますが、事業仕分けの評価結果を踏まえた対応はどうかと。これにつきましては、実績

のところに書いておりますように、中ほどですが、２２年度予算の執行において基準作成

関連以外の研究、ただし、地震工学に関連するものを除くということですけれども、を実

施しないこととした。同様に研究の重点化・効率化に努めるとともに、今後の独立行政法

人全体の見直しに適切に対応する予定というふうに書いております。 

 なお、ちょっと補足いたしますと、ここの基準作成関連というのは、私どもはかなり幅

広にとらえておりまして、建築基準法、住宅品確法、省エネ法といった法律の基準だけで

はなくて、ＪＩＳ、あるいは建築学会規準、そういったところまで含まれるものかなと考

えておりますし、それから直接基準をつくる研究というものは建築研究所はやっておりま

せんので、基準に知見やデータが反映される研究ですとか、あるいはそれの基礎になる基

礎的な研究、さらには基準に合った例えば省エネ住宅を中小工務店でもちゃんとつくれる

ようなマニュアル、ガイドラインの検討といったものも含めて基準作成関連というふうに

ちょっと幅広に解釈しておりますが、そういったものにまず限定したということを書かせ

ていただきました。大部分が何らかの形で基準作成につながっているという実態はござい

ます。 

 そして、②の項目の政府方針等は、一言でいいますと、民間にできないものに限定され

ているのかどうかということについて、答えといいますか、実績のほうの②は、まず前半

で技術基準につながるものについては、住宅・建築等の研究は国の技術基準に反映させる

ものに重点化をしていると。民間ではできませんという趣旨でありますし、地震工学に関
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する研修についても、地震工学に関する総合的な知識を効率的に修得させる研修を実施し

ていると。いずれも民間の主体にゆだねた場合には実施されないおそれがあるというふう

にくくっております。 

 そして、３項目め、これは他の独法でやっている類似の取り組みと重複があるとしたら、

それを排除するとか、あるいは事業主体の一元化等々をやるべきではないかという指摘で

すが、これについては、建築研究所がカバーしております領域、住宅、一般建築、都市の

分野の研究というものは、他の独法等の研究開発と目的や成果の反映先、研究対象が異な

るという意味で重複はないと書いております。ただ、一部分共同で取り組むことが効率・

効果的な部分については、適切な共同研究を実施しております。実際、防災科研等ともや

っております。それから地震工学研修につきましては、これは我が国唯一のものであると

いうことをうたっております。 

 続いて、黄色いのが出てまいりますのが別紙の３ページになります。事務・事業の目的

及び内容に照らした資産規模の適切性ということで、③の中が、いわゆる遊休資産がある

のかどうかという問題を指摘されております。これについて、多少古い話ですが、屋外火

災実験場観測制御室を２０年度に廃止したと。それ以降も保有資産の見直しに努めており

ますと。さらに、研究に支障のない範囲で実験施設等を外部に貸し出しております。それ

からお金が余れば、中期目標期間終了時に国庫に返納いたしますと。それから福利厚生施

設は持っておりませんというふうに書いております。 

 それから④は東京事務所、海外事務所、研修施設、この場合は職員の研修施設といった

意味合いだと思われますが、そういったものを持っているのかどうかということについて

は、いずれも持っておりませんと。研修施設はあるけれども、それは地震工学の研修のた

めのものでございますということを④で書いております。 

 それから最後が、ちょっと飛びますが、別紙の１０ページになります。その他の内部統

制というところの③で、各法人における内部審査や自己評価について、透明性が確保され

ているか、あるいは実効性が上がるものとなっているかという観点でございます。これに

対して、実績のほうには、まず、研究評価実施要領は公表していると。それに基づいて、

外部有識者による評価を受けて、その結果も公表しておりますと。その結果は、研究計画

の更新や成果の普及等に反映させておりますと。それから財務状況については、監事や会

計監査人の監査のほか、昨年度から契約監視委員会のチェックを受けておりますと。結果

として、先ほどもご説明いたしましたが、１者応札の割合は前年度より低下しております
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というような説明を書いております。 

 以上です。 

【委員】  ありがとうございました。調整中というところが以前ありましたけれども、

そこのところが黄色で塗ってあって、そこに文章と実績を入れていただいたと。ここで評

価というところを我々が書かなくてはいけないということですが、もし何かご意見があり

ましたら言っていただいて、最初の１ページの①②③ですね。何かございますでしょうか。 

【委員】  いいですか。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  こういうのが出てくるのは、やはり政権が変わって、事業仕分けというのが

出てきたということから来ている場合が多いと思うんですね。事業仕分けの大きな目的と

いうのは、事業の無駄とか、そういうものをなくすということで、具体的には天下りだと

か、随意契約だとか、あるいは無駄なお金の使い方をしているかとか、そういうことが事

業仕分けの大きな焦点になっているわけですね。ただ、そういう視点だけで物を考えてい

いのかどうか。さっきも言ったように、じゃ、１位はどうしていけないのかというような

議論になってきて、つまり、本質、特に研究中心の法人というのは、何のためにやってい

るのかという、その目的をしっかり見つめるべきだと思う。むろん一般的には無駄がある

かとか、天下りがあるかとか、随意契約がどうなっているかとか、そういうことを仕分け

ることが重要なんだが。それが独法なり、あるいはいろいろな研究機関の目的の本質のと

ころまでかかわってくるとなると、これはもう１回みんなできちっと議論したほうがいい

ような気がするんですよね。そこら辺がちょっとよく見えないと、何を目的にこういうこ

とを言ってきているのかというのがよく見えないと困る。本来の研究機関の本質がゆがめ

られちゃうということも僕はあり得るのかなという気がするんですよね。だから、その辺、

もうちょっと本質論みたいなところをきちんと議論してほしいなと。 

 実際に天下りだとか、随意契約があるだとか、あるいは無駄な研修所、事務所があると

か、そういうのを削るというのは、だれも反対はしないと思うんですよね。問題は、そう

いうことからつっついてきて、ほんとうの本質的なところまでゆがめられちゃうというと

ころが、この間の事業仕分けのときにもややそういうことが見られて、そこが大きな議論

になったところだと思うんですね。そこら辺のところをよく見ておくことが大事なのかな

という感じがしますね。 

【委員】  ということでございます。今、○○委員の言われたことをちょっと頭に置い
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ておいていただいて、実績ということですから淡々と書くしかないと思うんですね。こう

いう実績をやっています。だからそれが今のようなことを頭に置いた上での実績のところ

をピックアップして書いていただくということになりますので、対象となった調査におい

ては云々で実施しない。同様に研究の重点化……適切に対応する予定と、こう書いてござ

いますが、このあたりについては、多分こんな感じしかないのかなという気もするんです

けれども、あまり書き過ぎると、何か妙なことになってしまいますので。 

【委員】  僕は、これを書いているのはいいんですけれども、つまり、今言ったような

本質的なところを見失わないようにしたほうがいいなということは、意見としてぜひ述べ

ておいてほしいなというふうに思います。 

【委員】  これについての対応の実施というところで意見は述べられるんですか。何か

あるんでかね、最後に、コメントなんていうのは。評価のところに書きますか。評価のと

ころで、ちょっと書きにくいところがあるんですが。 

【委員】  これからの国のどういう方針で行くかという本質にかかわる部分に絡んでく

るんですよね、多分。 

【委員】  そうです、そうです。 

【事務局】  この別表につきまして、事務的なお話を申し上げますと、総務省の政独委

のほうから、一番左の欄について、各独法評価委員会の分科会でしっかり評価をしてくだ

さいということの連絡は来ているということでございます。 

【委員】  わかります、それは。わかるんだけれども、あの事業仕分けをみんな見て思

ったことは、無駄なことは排除するのは当たり前だと。それはみんな国民は納得している

と思うんですね。でも、その事業仕分けの中で、国の基本的なところに触れるようなこと

まで削っていいのかという議論がいろいろなところで出てきたわけですよね。だからそう

いうことは、まさに単なる合理的な事業仕分けの話じゃなくて、国の方針だとか、大きな

国家的な話に絡んでくるから、そこら辺のところはよく注意しながら物を見なきゃいけま

せんよということは、意見として言っておいてほしいなということなんですよね。 

 例えば、きょうは出ていなかったけれども、建築にしても、土木にしても、今政府はイ

ンフラ輸出ということを盛んに言っているわけですよね。例えば、今までは物品を輸出す

ると、あるいは原子力発電所を輸出するとか、車両を輸出するとか、新幹線を輸出すると

いうふうに言っていたけれども、これからインフラ輸出だとか、あるいは都市全体を輸出

するとか、都市の考え方ですね。それにコンソーシアムを組んでやっていくとか、これは
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大きな政府の方針になってきて、大臣が先頭に立って鉄道技術をアメリカに持っていこう、

ベトナムに持っていこうとかいうことを言っているわけですよね。もしかすると建築研究

所とか土木研究所というのも、単に今のこの研究をやっているだけじゃなくて、実は外部

資金を導入するためにインフラ輸出のためにはどうしたらいいのかとか、そういうところ

をほかの独法とか、ほかの民間会社に働きかけて、そのイニシアチブをとっていくなんて

いうことも今後大きな課題になってくる可能性があると思うんですね。そういうことをや

ると、これは制約条項に触れるのか触れないのかとか、そういう問題もあるし、都市再生

機構なんてまさに都市づくりをずっとやってきたわけだから、今、新興国がみんな都市づ

くりをどうするかということが大きな問題になっているわけですよね。そして、日本にも

聞いてきているわけですね。この間、新聞を見ていると、大阪ガスと民間・市役所が一緒

になって、ガス事業を途上国に提案するなんていう話も出ていたし、そういう事例が５つ

も６つも出てきているというようなことになってくると、僕は、今までの独法の組織のあ

り方とか、独法の外部資金の取り方というのは、国内に限って国内から持ってくるという

だけじゃなくて、もっとスケールの大きいことを考えたっていいんじゃないかなという気

もするんですけれども、そういう大きな国家的な方針とか、政策というものと、こういう

話というものがどこでどう組み合わさっているかということを、もうちょっと考えてほし

いなという感じがするんですよね。 

【委員】  おっしゃるとおりでして、これはそういう調査ですから、なかなかその辺入

れにくいところがあるんですが、建研としてはそういうふうなことを何かアピールするの

も一つ、少しずつやられているんだと思いますね。さっきの蒸暑地域の関係ですとか。。 

【委員】  要するに意見を入れる場所があればね。もちろん僕らも別なところで、別に

建研の評価を通じなくたって、そういうことを言おうと思いますけれども、こういう委員

会でも言える場所があれば、そういうことを言ってほしいなというふうには思います。 

【委員】  そうですね。もうちょっと声高に建研も言っていただくといいのかなと思い

ますし、はい、どうぞ。 

【事務局】  ○○委員のおっしゃること、よく理解できます。大臣から中期目標を与え

られて、私ども国土交通省と相談して中期計画をつくります。その枠の中に、今○○委員

がおっしゃったようなことや、委員長がちょっと触れられたアジアとか、蒸暑気候とか、

環境とか、住宅とか、そういった問題を含めることを検討したいと思います。十分建築研

究所はこういう課題を推進するポテンシャルがあると思っております。既に蒸暑気候対応
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住宅の解説書をつくっております。 

【委員】  だからそれを研究時点にとどめるのか、それこそ外部的な資金を導入するた

めのてこに使っていこうとするのかでは、また全然意識が違ってくるわけですよね。ある

いは戦略も違ってくるわけですよね。 

【事務局】  戦略も違ってくるかと思いますが、建研のミッションにちゃんと合ってい

るかという問題が別途あります。 

【委員】  つまり、ミッションも少しずつ変わってきていると、国のあり方によってね。 

【委員】 あちこちでこういう議論があります。要はグランドデザインが描けていないわ

けです。日本の国全体もそうだし、建研もどういうふうに構想し、どんな研究課題で対応

していくのかという視点を定めた上で、こういうことを実施しました。その結果を評価し

てＡですとかは言えるような気がしますが、そこのところがよくわからない。 

 例えば、正しく理解していないかもしれませんが、２１年度の業務実績を見ていると、

姉歯事件で露呈されたような建築を中心にした品質の劣化が少なからず起こっているわけ

です。これらに対して、建研はどういう研究テーマを掲げて、どうやってきたのかという

ところを見ると、最後の重点課題のテーマが多少関係すると思いますが、品質の維持・確

保、あるいは新しい品質のあり方の創造についても何か考えて世の中にこたえていく視点

は非常にアピール力もある。そういう意味での建研のモチベーションあるいはそれに対す

る研究組織等の編成を変えることをもう少しダイナミックにやっていかれた方がいいかな

という気はしますが。 

【事務局】  この資料３の分厚い業務実績報告書、その１ページをごらんください。さ

っき説明しました図ですが、この図で建研としてのマクロデザインを示しています。真ん

中の茶色の部分の国の技術基準に貢献するんだと、それが中核でございます。それから、

今、○○委員のご指摘されたダイナミックに社会の変動に対応しているかという問題は、

２ページの左下、図－３に見直した重点課題の柱に示されています。２０年度には、四川

大地震とか、洞爺湖サミットにおける低炭素化の問題など、非常に大きな社会問題がござ

いました。姉歯問題はそれより少し前でございます。こういうふうに中期計画を国土交通

省にお願いして修正させていただいております。そういう努力は建研なりにやっているつ

もりでございます。 

【委員】  いろいろ考えますと、ハードな技術に関しては、建研は最先端でやっておら

れる。だけど、それを操る世の中の人々の質がよくない。技術者の質等に関する研究はど
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ういうところがどういうふうにやったらいいのか。当然、それは文科系の者がやっている

だけでは済まないので、建築と人間の関わりは不可避でありますので、そういった研究に

ついてはどうでしょうか。 

【事務局】  当時、基盤研究でそういうのをやっていなかったですか。 

【事務局】  基盤で……。 

【事務局】  ページ数言ってくれませんか。基盤研究の一覧表です。 

【事務局】  ５９です。 

【事務局】  ５９ページです。５９ページにしめされている基盤研究というのは、やや

将来を見据えた見たテーマでございます。 

【事務局】  これとか。 

【事務局】  それは何ページですか。 

【事務局】  ８０ページです。 

【事務局】  ８０ページをごらんください。ちょっと説明してください。 

【事務局】  基盤研究の中で、人の問題、あるいはいわゆる俗にソフトと言われる領域

の話が幾つかあるんですが、代表例を挙げますと、８０ページの「耐震改修の普及に向け

た効果的方策の構築支援に関する研究」ということで、地方自治体がいろいろ方策をとっ

ているんだけれども、どういう方策がどういう効果があるんだろうかということに肉薄す

るようなことの基盤研究をやっていると、こういう研究もやっております。どうしても国

の基準にどうつながるんだという説明を求められる中で、こういう説明はなかなか先陣を

切って説明しにくいということがあります。 

【事務局】  それから９７ページに、今、○○委員がご指摘された技能労働者の問題が

出ています。２８番に、「建設労務調達における評判モデルの研究」という課題です。少し

違いますけれども、建築分野における技能労働者に関わる各種の問題については、それな

りの危機意識は持っているつもりでございます。 

【委員】  ○○委員がおっしゃったことを僕は変わってとっているのかもしれませんけ

れども、技術だけを研究しているだけじゃなくて、その技術をどうやって構成していった

ら、そういうグランドデザインとか理念ができるかという、そこはやっぱり人の問題で、

そういうことが今日本に欠けているんじゃないかなと。今、iPhone、iPadなど、マイクロ

ソフトやアップルがいろいろな新製品をつくっているけれども、僕は細かい技術のことは

わかりませんけれども、ああいう要素技術は日本だってみんな持っているんだと聞きます。



 -51-

だけれども、それを組み合わせて、ああいう便利なものをつくるという構想力がないと。

結局、それは同じような技術を持っていながら、彼らはそれらを結びつける構想力を持つ

から、あれで大もうけしているわけですよね。建研にしても、土研にしても、ただ技術の

研究だけじゃなくて、その技術をどういうふうに使い、結びつけたら国全体の問題になる

のか、あるいは国民のためになるのかという、そういう構想力というんですかね、そうい

うことが、今、日本には必要なんじゃないかなというふうに、僕は○○委員の話をそうい

うふうに聞いたんですけどね。 

【委員】  先ほどのですね、ちょっとそのことを思い出したのは、地震計を建物の中に

つけるのに、何で官庁だけつけて民間がつけない。そういう背景は一体何だろうかという

ことを考えないと、せっかくの耐震のすぐれた成果が生かされないわけですよね。それは

やっぱり何とかつける方法はどうあるべきだと。あと、消防ジャンルの問題なんですけれ

ども、ご承知のとおり、雑居ビルの被害は非常に出ている。でも、全然いつまでたっても

違反はなくならないわけです。これは一体どういう問題なのか。今、消防のほうで法律的

なことも背景にして考えているというふうに伺っていますけれども、その辺の人の質の問

題というのは、技術にものすごく反映するのではないか。せっかく技術でいい成果が上が

っても、それを使えないと、こういう問題は深刻だと思うんですね。多分、これはよくわ

からないけれども、西欧なんていうのは、その辺の根っこがかなり日本よりしっかりして

いるので、わりかしうまくいっているというのもなんだけど、だからこういうところでは

評価が高くなるかもしれないとか、その辺の視点というのは必要かなと思うんですが。 

【委員】  ありがとうございます。技術だけではなくて、それをつなぐ人間力ですね。

そういうものを建研もやるべきだ。研究員５５名だったっけ。６０人いないぐらいですか

ら、あまり幅広げていろいろなことをやり出すと、うまく機能しなくなると思いますので、

国際化に向けて国際競争力に勝つためにとか、今の技術の、むしろ技術１個１個も必要で

すけれども、それをつなぐ人間力とか、そういう研究もぜひやっていただいて、少ない研

究費の中で効率を上げられたらいいんじゃないかというご意見だと思いますので、ぜひよ

ろしく。何かあります？ 

【事務局】  来年度から始まる次期の中期計画の中でうまく進めていければと思ってい

ます。限られた人数ですから、いかにやっていくかというところがポイントかと思います

ので、考えたいと思います。 

【委員】  話がちょっといろいろ、こういうのをほんとうはもっとやりたいんですが、
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時間があまり。先ほどの総務省から来ているものですね。これにつきましては、右のほう

の評価というところは、今の実績のところを見ていただいて、多分あまり問題ないと思い

ますが、もし何かご意見がありましたら、今、見ただけでご意見出にくいと思いますので。 

【委員】  よろしいですか。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  ほかの独法でもこの議論がありまして、基本的にはきょう評価した内容をほ

とんどここに写せばいいだけの作業で、それ以外のところは、我々評価委員会で議論必ず

しもできない項目なんです。きょう黄色の表現をしていただいたところを我々が書けと言

われても書けない項目なので、これはきょうやった評価とそちらで対応する分とを埋めて

いただければ自動的にできるものだと思います。こんなの総務省のほうでやればいいと思

っている。何で我々がこんなことをやらなきゃいけないのかさっぱりわからない。そうい

う評価書ですので、適当に処理してください。 

【委員】  私もそう思ったんですが、一応、事務局のほうで今のようなご意見でまとめ

ていただいて、近々送っていただいて、もう一度確認していただくということで、最終的

には事務局と私のほうでまとめさせていただくということでよろしいでしょうか。 

【委員】  はい、結構です。 

【委員】  では、そういうことにさせていただきたいと思います。 

 次、まだ議題が残っています。時間が５時になってしまいましたけれども、「平成２１年

度財務諸表についての意見聴取」でございますが、お願いいたします。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。平成２１年度の建築研究所の財務諸表につき

まして、ご説明いたします。資料のほうですが、資料６－１の決算の概要、６－２の財務

諸表本体、６－３の財務諸表に関する監事及び会計監査人の意見をご用意してございます

が、資料６－１の決算の概要によりましてご説明させていただきます。 

 それでは、当研究所の財務状況を明らかにするため、貸借対照表のポイントからご説明

いたします。まず、１ページをごらんください。１．資産の状況でございます。資産合計

は１５１億６,６００万円で、前年度比２億５,８００万円の減となっております。内訳で

ございますが、流動資産は、現金及び預金等の増加によりまして、前年度比７,８００万円

の増となっております。固定資産は、下のグラフに載せてございますが、年度計画に定め

た施設及び設備に関する計画に基づく施設整備、更新などによりまして、２億８,８００万

円の資産の増加がありましたが、保有資産の減価償却等による資産の減少が６億２,５００
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万円ありましたことから、合計で前年度比３億３,６００万円の減となっております。 

 続きまして、２ページをお開きください。上段の表でございますが、固定資産の当期増

減内訳を財源別に載せてございます。取得に係るものとしましては、施設整備費補助金に

よる取得が２億３,２００万円、運営費交付金による取得が４,４００万円で、Ａ欄合計が

２億８,８００万円でございます。一方、減価償却額についてでございますが、国からの現

物出資に係る資産の減価償却は４億５,４００万円、施設整備費補助金に係ります資産の減

価償却額が７,７００万円などで、Ｂ欄合計が６億２,５００万円となっており、Ａマイナ

スＢ、差し引き合計で３億３,６００万円の減となっております。 

 ２ページの中段の表でございますが、施設整備費補助金を財源として、当期に取得した

資産の状況を載せております。なお、当期は補正予算を含む施設整備費補助金により整備

などを行ったものでございます。主なものは、建築環境実験棟ほか２棟の耐震改修、建築

基礎地盤再現施設（増設）などで合計１０件、２億３,２００万円の取得となっております。 

 次に、２の負債の状況でございます。下段の表でございますが、負債合計は８億８,５０

０万円で、前年度比３,５００万円の増となっております。内訳でございますが、流動負債

は、運営費交付金債務の増加などにより、前年度比７,０００万円の増となっております。

固定負債は、取得した固定資産の当期増加額に対し、保有固定資産の減価償却などによる

減価償却額が上回ることによる資産見返負債の減少等により、前年度比３,４００万円の減

となっております。 

 なお、運営費交付金債務残高は、翌事業年度に繰り越した事業等でありまして、翌事業

年度において収益化をする予定でございます。 

 次に、３ページ、３．純資産の状況でございます。純資産合計は１４２億８,１００万円

で、前年度比２億９,３００万円の減となっております。資本剰余金は、施設整備費補助金

を財源として取得した固定資産の当期増減額等に対して、損益外減価償却累計額が大幅に

上回るため、前年度比３億２００万円の減となっております。利益剰余金は、当期未処分

利益相当分の増加により、前年度比８００万円の増となっております。 

 なお、研究開発及び研究基盤整備積立金３００万円は、平成１９事業年度における未処

分利益３,３００万円のうち、財務省と協議の上、国土交通大臣から承認された額でござい

ます。 

 続きまして、独立行政法人の運営状況をあらわします損益計算書のポイントについてご

説明いたします。まず、４の損益の状況でございます。経常費用は２１億３,５００万円、
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経常収益は２１億４,４００万円で、経常利益は８００万円となっております。 

 次に、経常費用の状況及びその内訳でございますが、経常費用は２１億３,５００万円で、

対前年度１億５,２００万円減となっております。その内訳は、４ページをごらんください。

研究業務費は１億１,５００万円の減、一般管理費については３,７００万円の減となって

おります。 

 次に、経常収益の状況でございますが、対前年度１億６,５００万円減の２１億４,４０

０万円となっております。これは運営費交付金収益の減少などによるものでございます。 

 次に、５ページをごらんください。経常利益の状況でございますが、前年度比０.３８倍、

１,３００万円減の８００万円となっております。これは受託収入などが減少したことによ

るものでございます。 

 次に、利益処分（案）でございますが、当期はいわゆる目的積立金の申請については、

「技術指導等収入」等により生じた利益が前年度利益を下回ったため申請を行わないこと

としています。 

 最後に、６ページの５、行政サービス実施コストの状況をごらんください。行政サービ

ス実施コストは３１億２,９００万円で、前年度比７,９００万円の減となっております。

これは主に業務費用及び損益外減価償却等相当額が減となった一方で、引当外退職給付増

加見込額が増加したことによるものでございます。 

 なお、資料６－３におきましては、会計監査人であります優成監査法人及び当法人の監

事の監査を受けまして、財務諸表は適正であると認められるとの意見をいただいていると

ころの報告書などを添付してございます。 

 以上で財務諸表についての説明を終わります。 

【委員】  ありがとうございました。何かこれについてご意見ございますでしょうか。

よろしいですかね。ご意見ございませんか。意見なしということでよろしいでしょうか。 

 では、そういうことにさせていただきます。 

 続いて、議事の３つ目の「役員給与規程及び役員退職手当支給規程の一部改正について」

でございます。事務局からお願いいたします。 

【事務局】  資料７になります。役員給与規程及び役員退職手当支給規程の一部改正に

ついてご説明いたします。 

 まず、役員給与規程の一部改正についてでございますが、国家公務員の期末手当、勤勉

手当などの取り扱い、公務員の給与改定に関する取り扱いを踏まえまして、国の給与に準
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じまして、所要の改定を行ったというものでございます。具体的には、１番の特別手当関

係ですが、特別手当は、期末手当と業績手当に改編いたしました。 

 次のページになります。２、本給を引き下げたというものがございます。 

 次、３番になりますが、役員特別調整手当、こちらは給与法の地域手当支給割合の引き

上げに伴いまして、支給率を引き上げたというものでございます。 

 次に、４になります。期末手当と次のページの業績手当につきまして、それぞれ率を引

き下げるなどをしたというものが給与規程の関係になります。 

 次に、退職手当支給規程の一部改正でございます。４ページになります。こちらも国家

公務員退職手当法の改正に合わせまして、改正をさせていただいたものでございます。具

体的に説明させていただきますと、真ん中に改正前の退職手当というところと改正後とご

ざいます。（１）で「退職後は、在職期間中の行為について禁錮以上の刑に処せられない限

り返納を命じることができない」というところを、「在職期間中に解任に相当する行為があ

ったと認められた場合、退職した者に退職手当の返納を命ずることができる」ということ。

それから上の２番になります。「非違行為があったにもかかわらず、解任又は刑の確定に先

だって死亡した場合は、支給制限も返納命令もできない」ということになってございまし

たが、こちらは「死亡している場合、支給前であれば遺族に対する手当の支払いを制限、

支払い後であれば遺族に対して返納を命ずることができる」ということにしたということ

と、（３）になります、「非違の性質などを考慮せずに支給制限・返納の対象としていた」

というものに対しましては、「一部を支給・返納することができる」という規定に変えたと

いうものでございます。いずれも国家公務員退職手当法に合わせて改正をしたものでござ

います。 

 以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。これについて何かご意見と言ってもあれですけれ

ども、何かございますでしょうか。建研だから特別に下げろとか、上げろとかというのを

なかなか言えないと思いますが、よろしいですかね。 

 では、意見なしということにさせていただきます。 

 以上で議題は終わります。 

 「その他」というのがございますが、事務局からお願いします。 

【事務局】  「その他」でございます。最後の資料でございまして、資料８でございま

す。「中期目標期間の終了に伴う独立行政法人建築研究所の見直しについて」ということで



 -56-

ございます。これにつきましては、上の１番に、①②③というふうに書いてございますが、

通則法の中で、中期目標が終了するときに、法人の組織・業務の全般の見直しを行って、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるとされておりまして、その際に、この親委員会で

あります独法評価委員会の総会のほうで意見を聞くということが定められております。そ

れに当たりまして、来年度から中期目標期間が始まるわけですが、概算要求する８月末ま

でに見直しの原案と申しますか、当初案を作成しまして、こういったものを総会のほうに

ご意見を聞いていく、そういうスキームになってございます。そういったことで、この資

料を用意させていただきました。 

 下のスケジュールのほうに書いてございますが、今月の８月２３日、国交省独法評価委

員会の総会がございます。こちらのほうでご意見を聞いていくということでございまして、

８月中に素案をまとめて、９月以降、総務省の政独委のほうのヒアリングを受けていくと

いう形になっておりまして、年内には見直し案を取りまとめていくということでございま

す。そして、今年度中、３月末までには中期目標・中期計画の策定ということになってご

ざいまして、３月末の中期目標・中期計画の策定に際しましては、この分科会のほうで具

体的な中身についてはご議論を賜る、そういう予定にさせていただいております。 

 それで、裏面のほうに行きますが、今度の８月２３日、総会のほうにご意見をお聞きす

る内容の方向性だけ簡単にまとめてございます。大きく（１）から（３）まで３つの柱が

立ってございますが、１つ目が「事務・事業の見直し」、２つ目が「組織の見直し」、３つ

目が「運営の効率化及び自律化の見直し」ということでございます。１点目につきまして

は、１つ目のポツで書いてございますように、きょうも説明させていただきましたが、基

準作成関連の研究開発に一層の重点化・深化を図っていくという方針で考えていきたいと

思っております。それから地震工学に関する研修につきましても、引き続き最新の知見を

反映したような形で随時見直しを行っていくということでございます。 

 それから（２）でございますけれども、組織の見直しでございますが、これまでも取り

組んでございますけれども、研究テーマの特性に応じて、いろいろな関係機関とのしっか

りした役割分担のもとで連携を推進していくということに取り組んでいくということでご

ざいます。それから２つ目のポツが、いろいろなニーズというのが出てきます。そういっ

たものに機動的に対応できるような柔軟な組織運営を図っていくということでございます。

また、３つ目のポツにございますが、政府全体での独法の見直しというものがありますの

で、そういったものに適切に対応していくということがございます。 
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 最後に、３番でございますけれども、競争的資金のさらなる拡大、あるいは施設・設備

の効率的利用をさらに図っていくということでございます。最後の１点でございますが、

研究成功をしっかり社会に還元させる視点での研究評価というものも充実させていくと、

こんな方針で業務の見直しの中身をこれから詰めていきたいということで、今の状況につ

いてのご報告ということでお話しさせていただきました。 

 以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。いろいろ先ほどから来年度以降の中期計画につい

てのご意見もございましたけれども、これに加えて、先ほどのご意見も踏まえて、もう一

度考えていく必要があるかもしれませんけれども、そういう方向で、特に国際競争に打っ

て出る話とか、技術だけではなくて、人間の教育というか、必要ではないかというあたり

を、どこでそういうのを入れていくかというあたりについても次期の中期計画では入るよ

うにお願いしたいと思いますが、これについて、何かご意見ございますでしょうか。 

【委員】  もう１回やるわけですよね。 

【委員】  もう１回やるんですよね。先ほど話したとおり。 

【事務局】  この分科会では中期目標・中期計画の案について、いろいろご意見を聞い

ていくということで、年度末、多分１回では済まないかなと思ってございまして、今の想

定ですと、２回ぐらい年度内、それが年内なのか、それとも年明けになるかというのは未

定でございますけれども、委員の先生方のご意見を承りながら、次の中期目標・中期計画

というのを策定していきたい、そういうことでございます。 

【委員】  この３つは上の委員会に報告する内容だということですね。 

【事務局】  これは今度８月末に上の委員会にこういうような組織の見直しを考えてい

ますと。具体的な研究テーマについて、どういう柱を具体的に立てていくかというのが次

の中期目標のこの場でご議論いただくような大きな点になってくると思います。 

【委員】  ということで、具体的にはあと２回ぐらいお願いしたいということでござい

ますが、そのときにきょうの議論も踏まえて、具体的な柱立ての話も含めてご議論いただ

きたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 それでは、議題が終わりましたので、進行を事務局にお返しいたします。 

【事務局】  １点だけ私のほうから最初に申し上げます。先ほど研究独法としての評価

のあり方をどうするのかとか、あるいはそもそもの独法の役割みたいなことをよく訴えて
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いかないといけないのではないかというお話がございました。今回の作成を我々も依頼さ

れている様式にはなかなかうまく書く欄がないというようなものもあるんですけれども、

事務局のほうでどういうふうに書けるのかというのは少し検討して、また分科会長ともご

相談して、できるだけきょうのお話を書けるものは書いて出すようにしたいと思います。

８月２３日に全体の会議もありますので、そのときにも書けるものは出したいと思います。

一方で、なかなかきょうの議論の雰囲気を伝えるというのがうまく書けない部分もあるの

かもしれないと思いますので、２３日の全体の会議で議論があれば雰囲気を伝えていただ

けたらありがたいのではないかというふうに思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  長時間のご議論ありがとうございました。最後、事務局から連絡事項が３

点ございます。 

 １点目につきましては、業務実績評価、きょうご議論いただきました内容、それからご

意見を踏まえまして、事務局でたたき台を作成して、分科会長と調整した上で、委員の皆

様にお示しして、ご確認いただきたいと思います。その上で、分科会案として、親委員会

のほうの同意を得て、評価が確定することになります。 

 それから２点目でございますけれども、本日の議事録につきましては、事務局で案を作

成して、各委員のご確認をいただいた後、発言者の名前を伏せてホームページ上で公表い

たします。 

 最後、３点目でございますけれども、配付資料につきましては、郵送させていただきま

すので、机の上に置いたままでお帰りいただければと思います。 

 事前評価の結果につきましては、この場で回収させていただきますので、よろしくお願

いします。 

 それでは、これをもちまして、国土交通省独立行政法人評価委員会建築研究所分科会を

閉会いたします。本日はどうもありがとうございました。 

 

── 了 ── 


